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学界展望： 経 済 発 展 と 貯 蓄 （1〉

鳥 居 泰 彦

積 田 和

整 山 茂
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発展途上国の貯蓄に関する初期の研究 

Kuznetsの観察.
Houthakkerの統計的分析 

絶対所得仮説による貯養分析 

時系列データによる研究 

貯蓄率と経済発展 

恒常所得仮説による貯菩分析 

恒常所得仮説の性格 

恒常所得仮説型貯蓄関数 

家計調査による貯蓄分析 

直常所得仮説をめぐる論学 

ラ'イフ，サイクル仮説 

貯菩率と所得成長率 

貯蓄率と人口学的要因 

ライプサイクル仮説型の消費関数 

相対所得仮説による貯蓄分析 

貯蓄と資産

恒常所得仮説とライプサイクル仮説 

資産ストック調整モデル

国別，要因別にみた貯蓄分析

■別の貯蓄分析

貯蓄の説明耍因

その他の祝点からの整理.

序 章

私達 3 人の擎者は，発展途上国の経済発展に関する研究の一環として，経済発展の初期から離陸 

期をへて工業化段階へと発展の過程が進むにつれて，貯蓄行動がどの様な変化を示すかを，各国に 

ついて実証的に分析しようとして来た0 それに先☆ って，従来の貯蓄研究を経済発展との関係で兄

注（1 ) 本稿は，我々 力;経済を展研究会において行ゥている研究の成果をと?)まとめたものである。本論文の作成には, 3人 

■ の擎者めflliに，大工原潤，横# 潤司，渡部暮智の3君が參カIIした。また研究の庶務は佐藤iE江群が担当した。これらの 

諸君•に盛謝を捧げる。本橋に在り得る誤譲についての文資は，3人の典同執策者が貴めを負うべきものである。

との?3けは財団法人トヨタ財旧の助成によるアジブ諸国の家評行膨の研究の一̂部である。
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直して，どれ程のととが判明しているかを展望してみる必要が生じた。本稿は， このような目的で 

私達が行った展望作業の成果をまとめたものである。

貯蓄行動の研究は，先進国経済にとってはマクロ的にもミクP•的にも，経済分析の重要な部分で 

あるから，研究の蓄積は大きい。しかし，経済発展過程での貯蓄行動の研究，とりわけ発展途上国 

の貯蓄行動については，研究の歴史が浅く，展望論文も少ない。）発展途上国の経済発展と貯蓄行動 

との間にどのような法則性がみられるかという問題については，その理論的，実際的な重要性にも 

かかわらず，研究の歴史は浅い。それは，従来の貯蓄研究の大部分が先進国経済に焦点を当ててい 

たことに原因がある。発展途上国の経済主体の行動については，貯蓄行動に限らず全律的にデータ 

の収集も，理論的，実誰的分析も遅れている。最近少しずつ行われ始めた発展途上国の貯養分析も， 

先進国の貯蓄行動と同じタイプのモデルの応用の可能性を確かめるというアプローチぱかりが行わ 

れていて, . 発展途上国の特性をさぐろうとする研究は皆無に近い。

そもそも経済発展のメカニズムを考えてみると，一国の経済発展は資本蓄積によって進行するも 

のであるから，その源衆となる貯蓄は最も重要な条件を構成するC 貯蓄は家計の所得稼得• 消費 ， 

貯蓄行動の中で発生し，何らかの金融資産として保まされ，社会的資金循環の仕組みを通じて投資 

に向けられる。しかし，発展途上国での金融資産保有の形態と金融資産が投資に具体化するプロセ 

スは始どわかっていない0 それは既略以下のような事 情̂から調査研究が遅れているためである。

第 1 に，貯蓄の齋生源たる家計行動自体が殆と 1 1 察されていない。一般に，東南アジアや南方諸 

島の低開発地域では，人々は収積の殆ど総てを消費してしまって，貯蓄行動は顕著ではないとみら 

れているが，私達の多少の調查例でも，貯蓄行動は明瞭に存在し，その形態は想像以上に多様であ 

る。 .

第 2 に，多少とも貯蓄された所得が，どのような形態の物的資産。金融資産として保有されるか 

についても，情報が欠如している。 K u z n e t s以来の貯蓄推計を振り返ってみても消費の為に保蔵 

される収獲のどの部分を貯蓄とみなすべきかといった基本的な問題さえ解決していないのが実情で 

ある。まして，貯蓄の金.融資産形態別の保有状況となると，未だ何も判っていないと言って過言で 

はない。東南アジアにおける私達の調査経験でも，調査対象となった人々が，金敲資産という概在 

そのものを持っていないケースが多くみられた。

第 3 に，物的資産と金融資産がどのような経路をへて投資に転化して行くかも，具体的には判っ 

ていない。Ku么n etsの先駆的な研究で彼自身が言•っているように，発展途上国では，貯蓄ニ投資と 

いう勘定休系の上の前提が朱だ不確かなのが喪情である。

このように，静学的な現状だけでも，（1 ) 貯蓄の発生（貯善行勘原理と貯菩性向) ，( 2 ) 貯蓄の資 

産への転化（物的，金融的資ま保有原理と配分行動) ， ( 3 ) 資産の投資への転化（資金循環と投資行動）

「三m学会雑誌j 73巻 5 号 （1980年10月）

注（2 ) こうした展望論文としては，M ik ese ll& Z in se r〔5のとSnyder C72)力，、ある,
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経 済 発 展 と 貯 蓄

の 3 つの面で，判っていないことがあまりに多い上に，それらが経済発展の進行につれてどのよう 

な法則性をもって恋化して行くかというととになると，班究は全く進んでいないのが実情である。 

これまでに行われた研究を展望してみろと，経済発展と貯蓄行動との関係に関する研究の大部分 

国連統計（U. N., Yearbook of National Accounts Statistics)'等のマク口データか出心に行わト

て来た。また，理論的には，絶対所得仮説，恒常所得仮説，相対所得仮説，ライフサイクル仮説等 

の，先進国型の貯蓄消費行動仮説が採用されて来た。

これらの研究は，経済発展の程度が進むにつれて貯蓄率が高まるという，K uznetsの国際クロス 

セクションの観ま事実を出発点として行われて来た。主たる論争は，第 1 に-,貯蓄率が経済発展段 

隋に拘らず一定であるか，適増的であるかという点について行われた。’その後の研弗では，経済発 

展が進むにつれて貯蓄率は適増するという見方に傾きつつあるが，論争は未だ終わっていない。第 

2 に，発展途上国の貯蓄行動にどのような説明仮説が有効であるかが問われて来た。残念なことに 

恒常所得仮説を形式的に応用する研究が主流であったが，発展途上® の所得水準の低さと，その内 

容が農業所得が中心であることを考えると，私達には，このような安易な方向には同意出来ないも 

のがある。ライフサイクル仮説も，発展途上国の貯蓄分析のもう一つの主流であったが，そのあ用 

場面では，結局，所得増加率が説明要因となることを考えると，低所得社会への妥当性に大きな疑 

間を感ずる。第 3 に，発展途上諸国め貯蓄性向を決定する要因については，人口構造，所得分配， 

物制上昇率等，様々の要因の効果が分析されて来たが，経済発展の進行に伴う貯蓄性向の変化を説 

明する要因の摘出は，殆んど進んでいない。

展望の結果，私達が知り得た研究の動向は，以上のように要約されるが，この展望作業で私達が 

得た示唆は大き :̂《ものであった。特に，今回の展望作業によって，経済発展の進行とともに人々の 

貯蓄行動が変化する仕組みを追跡する為には，従来の研究の方向とは全く考え方を変えて接近しな 

けれぱならないことを，改めて後認した。また発展途上諸国の貯蓄の決定の様子は， ミクロの消費 

，貯蓄主休の行動と，その分布について，もっと広範で精密な観察が必要であることも，改めて確 

認した。それは，私達がこれまでにとって来た研究の力向が基本的にはってはいなかったことを 

私達に教えるものであった。私達自身の貯蓄分析については，稿を改めて報告することにしたい。

第 1 享発展途上国の貯蓄に関する初期の研究 

1,1節 K u zn etsの観察

経済充展の過程でみられる経済的法則性の大部分はK u z n e tsによって発見されたと言っても過 

言ではない。それ程に，K uznetsは偉大な親察者であった。お済発展過程での貯蓄バタ"ンの変化

法（3 ) 鳥居〔83〕，第6章6.3節敎照。

—— - 3 ijS57、



の研究においても，彼は先巧者であった。しかし注意して振り返ってみると，彼の観察結果は，後 

の研究者達によって，しぱしぱ恣意的に引用されて来た。貯蓄パターンに関しても，二つの恣意的 

な虑説が，K u z n e U の名を冠して流布されている。

第 1 は，貯蓄率の長期時系列的趨勢についての虚説である。60年代初期の消費関数論争に際して,  

米国の貯蓄率が長期的に安定していたというK uznets観 察 〔38〕が引用され，とれをきっかけに， 

貯蓄性向の長期的安定性は一般的法則であるかの如き誤解，または信が流ホするようになった。 

K u z n e t s白身は，米国の長期時系列統計について貯蓄率の安定性を確認したが，一方，『近代経済 

成長』〔40〕では，先進 8 ヶ国中4 ヶ国で長期上昇傾向， 2 ヶ国で低下傾向, 2 ヶ国では規則的傾向 

はみられないととを確認している。K u zn ets自身が謙虚に. 実をありのまま述べているのに，引用 

者達が勝手に r貯蓄性向は長期的に安定」という虚説を流布ざせたのである。

第 2 に， クロスセクション観察については経済発展の進行と共に貯蓄率は上昇するという「Ku* 

z i i e U 法則j :が流布している。K u z n e ts〔39〕は，発展の程度を異にする65ヶ■ の国際比較によっ. 

て，彼が , r近代経済成長J と呼ぶ経済発展開始期に，国内貯蓄が資本形成やG N P の成長と如何な 

る規則的関係を示すかを観察しようとした。彼は，65ヶ® を， 1 人当り国民所得水準で7 グループ， 

に分けて，総貯蓄およびその内訳である家計貯蓄，法人貯蓄，政府貯蓄の对G N P 比率等を比較し 

た。彼の観察結果は，< 表一 1 > に要約されているが，この表の意味するところは，様々に解釈さ- 

れ利用されてきた。 たとえば，総貯蓄率の長期安定性を主張する人々は，くま- 1 > の （2 ) の総;

r三m学会雑誌j 73卷 5 号 （m o年10月）

< 表一1 > クズネッツの観察

水準 I n&ni IV&V M&vn

( 1 ) 観察对象国数 6 5 6 7
(2 ) GDCF/GDP % 20.7 19.5 19.4 2し2
( 3 ) y*/GDP % 81.5 85,6 80.1 75.3
( 4 ) T 'rた % 12.9 13.7 4.6 2.8
(5 ) F^/GDP % 71.0 74.0 76.5 73.3
(6 ) ぱ % 8.5 7.1 5.2 3.8
( 7 ) か /GDP % 6.1 5.2 3.8 2.9
(8 ) か /GDCF % 29.7 27.1 15.3 12.4
( 9 ) ( 7 H ( 2 ) % 29.5 26.7 19.6 13.7

(記号） GDCF ；国rt給資本形成， Yh ；家評所得， ；可她分所得，で；直接税，5* !家 

針貯蓄。
(所得水準） I ：1人!^り国民所得1,700 U S ドル， n : 同 1,000 u s ドル，111: 同 650 u s  

ドル，H  ：同400 U S ドル， V ：同 270U S ドル， VI ：同 250 U S ドル，W ;購 

100 U S ドル。

(fl{所） K u zn ets〔39〕，T a b le 1 9 より作成。但し所得水準の数値は下記より別途。

Kuznets "Quantitative Aspects of the Economic Growth of Nations：
II,Industrial Distribution of National Product and Labor Force, 
E. D. C. C., July, 1957 Supplement.

4 (658)
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経 済 発 廣 と 貯 蓄  

貯蓄率（G D C F /G D P )が20%前後で安定していることを論拠として来すこ<

ところ力*、, 同じくま一1 >  の（6 ) の 家 計 貯 蓄 比 率 は , 発展の程度が高いグル-■プの方が 

高い。K u z n e ts自身もこの点を重視している。H outhakker等の後継研究者達は，経済発展と共に 

貯蓄率が高まるという法則の検誰やその反IEをあげることに力を注いで来た。ここでも， K uznets 

自身がま実̂をありのままに述べているのに後継者達が法則性の存在を譲論すろ為のr御墨付きJ と 

し て K u z n e tsの名を引用しようとする傾向がみられる。

実際， K u z n e tsがく表一 1 > を作成する為に用いた元のデータを作図してみると， く図一 1 >  

の様になる。この程度の相関因から，「発展の程度が高い国はど貯蓄率は高いJ という結論を下す 

ととには，よほど慎重でなけれぱならない。我々がこの展望論文をまとめる一つの意義は，これま 

でに行われた研究を網羅的に再整理して， K u z n e tsの名を冠して流布されて来た，貯蓄率の時系 

列安定説と，発展段階別クロスセクションでの貯蓄率上昇説が実証されたと言えるか杏かを検討し，

く図一1 > クズネッツのクロスセクション観察

%
Sh/GDP

10

日本

‘ 南ァフ 

モロッコホンジュラス

リカ

fンゴ

»— デシアコロンビア
參 參

• , 參
クアドルコス夕リカ

參ジャマイ力 
•ペル一 

フイリピン

オーストリア 

アイルランド

デンマーク

オランダ

仏

パ十マ

オーストラリア

ベルギー

カナダ 
アメリカ4

スウェーデン

12 14 16 18 2P
per capita GMP (U .S. $100)

(出所）Kuznets (39]. Appendix, Table 7 より作成

注（4 )  K u zn ets観察では，国内総貯蓄ニ国内総資本形成という前提が置かれている。 この前提は，®民所得助定の形式の 

上では当然とされる。し力、し，K u zn ets自身もr近代経済成長j (原文第8章，426〜427ページ）で述ぺている様に， 

発展途上国では総貯蓄が給資本形成に一致するという保証はない0 ’

.—— . 5 (^69) ——
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更に今後必要な観察の方向を見極めて行くことにあろ。

ともあれ， K u z n e tsの60年 論文〔39〕は， 発展途上国の貯蓄率に関する最初の観察として位置 

付けられ，貯蓄性向は経済発展が進むにつれて上昇するという説の嘯'矢となった，

i

II
i |I
：

とさ

1.2節 Houth&kkerの統f t的分析

H o u th a k k erは， K u z n e tsの 「発展の程度が高い国はど貯蓄率は高いj という観察を統計的方 

法で確かめようとした。彼の分析方法は，その後の貯蓄分析の一っの典盤となった。彼の分析は， 

K u z n e t sの貯蓄率上昇説に否定的な結果を示した為に，その後の論キの口火となった。 彼は， 論 

争を同じ土依の上で進める為に，K u z n e ts観察が用いたのと同じデータ（U. N., Yearbook of Na­

tional Accounts Statistics,以後Y N A Sと略称）を用いたので，その後の研究も同じY N A S デ'-タ 

を用いるという伝統を残した。 ‘

彼は，上記 Y N A S から28か国を選んで， 1 人当り可処分所得水準で4 グル—プに分けて，所得 

及び貯蓄のグループ平均を計算した。（平均値の計算には各国の人口と観察年次の粮をクュイトとして用 

いた。）

H o u th a k k erの分析の要点は，以下の4 点である。（1 ) 個人貯蓄，民間貯蓄，政府貯蓄，国内 

貯蓄等の集計段階にっいて絶対所得仮説型の貯蓄関数の回帰分析を行った。（2 ) 所得を賞金所得， 

非賞金所得に大別して貯蓄性向を計測した。 （3 )  G N P 成長率との回帰分析によって， ライフサ 

イクル仮説(後述) の検SEを行った。（4 ) 長期 ♦ 短期の貯蓄性向(後述) の分析を行った。

彼の計測結果は< 表一 2 > の如くであった。計測結果から彼が主張する所は，第 1 に，個人貯蓄 

及び国内貯蓄の回帰式（1( 1 ) ,  VDO)式）の切片が統計的に有意でない。そこで切片の無い回鼎式 

( 1 ( 2 )，MI(2 )式）を測ると回帰係数の有意性が高まる。換言すれぱ，貯蓄は所得と比例的に増加 

する。このことから， 1 人当り所得の増加につれて平均貯蓄性向が高まるというK u z n e tsの仮説 

は否定されたと主張している。

第 2 に， <  表一 2 > i r 式が示すように，亦賃金所得の限界貯蓄性向が大きいという新しい事実が

見出された。第 3 に， 式，I I式のメ^ の係数が有意であることから，ライフサイクル仮説の有意
( 5 )  ^ . ( 6 )

性が示唆された。第 4 に，長期の限界貯蓄性向は，短期のそれよりも小さい。と主張している。

K u z n e t sと H outhakker. の貯蓄分析は，マクロの貯蓄率が経済発展段階と関係があることを 

実証的に示したという点で重耍な意義を有する。阿者の共通の問題意識はまさにこの点にあった。 

耍するに，K u z n e t sは発展過程での資本形成の資金源京として,個人貯蓄の役割が増大すること 

を示した。H o u th a k k erは貯蓄の増大が所得の上界と比例的に起ることを確認したのであった。

注（5 ) ライプサイクル奴説に関するH outhakkerの分析については第4摩;2 節で詳述する,
( 6 ) 第ケ京3節で詳述する9 •
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< 表 一 2 >  H o u th a k k e rの計測結果

T . ( 1 ) . 5 りersニー 1 . ⑧ +  0.081 Y d  
(2.35) (0.011)

( 2 )  5pers=0.080Fd f̂  = 0.67

n . ■Ŝ jers =0-043 Y v j + T + 0 A 2 0  Ynw  ^ *= 0 .81  
(0.022) (0.041)

, ffl. S  が  r s  ニ ー  1 .04+0*040 1 V + し 591 AYd  だ’ = 0 .91  
(1.60) (0.010) (0,282)

IV'. ぶ り ニ 0*0200+1.36 AYal Yd  • 
' (0.0124) (0.28)

V . "ニ 一 3 ,08+ 0.117  Y  
(1.05) (0.01り

VI. ( 1 ) 60+ 0 .100  G
(0.59) (0.016) ；

( 2 ) 5 ゥ0"ニ0.107 G 
(0.014)

w . ( 1 ) ■S d om= 0.88 +  0.134 Y  
(3.13) (0*015)

( 2 ) Sdom — ̂ " ^  
(0.014)

Vffl. = 0 .0 4 6 +  2.07 d Y a l Y d  
(0.019) (0.42)

Sdom 5国内If?蓄，Yd 5個人可姐分所得，y*o + T  ；雇用者所得+純移転分 
' Ynv> ；非雇用者所得， G ；政府支出，3̂  ；国民所得， » 5̂ の成長率 

2 . カタコ内は-準挑差，ド，は決定係数を示す。
3 決定系数0 ，）は I (2 ) ,  U, n i ,だけしか報告されていない。

(出所） Houthakker〔34〕

この2 つの研究は，その後の発展途上国経済の貯蓄研'先の方向を決定した。 2 人の研究は国際比 

較による貯蓄率変動の観察であったが，各®の貯蓄率の時系列的な傾向はいかなるものかという問 

題が後に残された。また貯蓄率の説明要因として所得， 1 人当り所得，所得成長率以外の耍因を探

索する作業が残された。

第 2 享以後では，これらの点を中心に貯蓄研究の系譜を追うことにする。

第 2 ® 絶対所得仮説による貯蓄分祈

2 .1節 時 系 列 デ ■"■夕【ごよる研究

K u z n e ts〔39〕の国際比缺では，平均好蓄性向は1 人当り所得の増加と共に上昇することか見出 

'^れV::が，これは，ケインズ型消費関数と同義の仮説の有意性を示唆するので，貯蓄開数に開する 

絶対所得仮説と呼ぱれる。H o u th a k k er〔34〕は，前節で述ンたように，貯蓄が所得と比例的関係
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0.000 0.1016 0.0018 0.000
(1.0446)* (0.0849)*

0.943 -2 3 .4 9 1 7 0.2796 0.946
(4.6508) (0.0186)

0.155 -1 1 9 .1 2 8 8 0.7016 0.319
(139.9910)* (0.7256)*

0.578 -1 4 .4 8 0 0 0.2273 0.564
(5.8504) (0.0577)

0.776 -3 0 .6 7 0 8 0.4959 0.761
(10.5318) (0.1604)

0.428 -4 .8 5 6 1 0.2095 0,451
(3.2127)* (0.0668)

0.373 -2 8 .7 3 0 6 0.3078 0.373
(10.8973) (0.1108)

韓 国  

日 本

マ.レーシア

台 湾

ぺトナム 

ビ ル ，マ 

フィリピン

10 0.1417
(0.9926)*

15 一23,4578
(4.7760)

4 -1 10 .1990
(209.0290)*

14 -1 5 .5 0 6 2
(5.9274)

5 -3 6 .0 5 6 3
(11.7796)

14 -4 .6 0 1 0
(3.2747)*

15 -2 7 .4 4 8 3
(10.4318)

プールデ -9 .2163
(1.3695)

0.1835
(0.0092)

0.842 -9 .4555  0,2033 0.829
(1.3182) ro.oioi)

(注） カツコ内は標準誤差をポし* 印は10% 有意水準で有意でないことを示す。
Y P ' . 1人当り個人所得，F ゴ；1人当り可如分可得 

(W所） W illiam son〔80〕，Table II より

G u p ta〔27〕はインドについてRBI (Reserve Bank of In d ia )の1950/51〜1965/66の時系列資料

を用いて，総貯蓄と1 人当り貯蓄め貯蓄関数を評測した。その結果は<1^1一 4 > である。 この結来

— 8 (662 ) —
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I

I

I

I

にあることを主張したが，とれも絶対•所得仮説の一*種であることに変'.りはない。K u z n e t sと Hou- 

t h a k k e r の観察が国際比較クロスセクションで行われたのに対して， この系譜のその後の研究は 

各国の時系列データについて行われた。

Johnson  & C h i u 〔35〕 は， Y N A S データから2 9力 国 （先進国12力国，発展途上国17力国，1950〜 

e i年）について時系列の貯蓄関数を家計部門，民間部門別に計測した。 関数望は単純な線里であ0  

た。計測の結果，限界貯蓄性向が有意な値をもつ国が14ケ国で全体の約半分であった0 (そのうち発 

展上国はジャブイカ，マルタ，ローデシアの3 力国のみ◊)各国の限界貯蓄性向は，最大0 . 5 7 1 (オースト 

ラリア）から，最小0 .133  (ルクセンブルグ）まで広跪囲に分ホfしたが，発展途上国では，ジャマイカ 

0 . 1 , マルタ0 .3 , ローデシア0 .7 であった。 正の傾きと負の切片をも つ r正常なJ 係数が測られた 

国ではすべて，回帰係数は有意であった。

W illa m so n〔80〕は， アジアの6 力国 （日本，韓国，台湾，プィリピン，ベトナム，ビルマ）の 1950 

〜6 4 年 の Y N A S データについて， 国別の時系列貯蓄関数と国別をプールした時系列貯蓄関数を 

計測した。計測結果はく表一3 > の如くである。I この計測結果からW illia m so nは， 絶対所得仮 

説の妥当性を主張している。ベトナム，韓国の異常値が目立つが，その他のアジア諸国の限界貯蓄 

性向は0 .2〜0 . 3 であることが読みとれる。

< 表一 3 >  W iiliam flonの計測結果

r三m学会- 誌j 73巻 6 号 （1980年10月）

期 •S ニ《1 + ろ •S ニ  み

間 Oi ゐ1 び2. 2̂ r*

-0,0015
(0.0774)
0.2515

(0.0171)
0.5755

(0.9515)*
0.2295

(0.0566)
0.5773

(0.1792)
0,1968
(0.0656)
0.2887

(0.1038)
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か ら G u p t a もまた絶対新得仮説の妥当性を主張している。 .

< 表… 4 >  G u p taの計測結果

( 1 ) aggregate S ニ -8 9 8 .8 6  +  0 .15  Y p  
(0.0262)

y = 0 .8 5

S ニ -9 4 4 .9 4 + 0 * 1 5  Y d  
(0.0276)

y = 0 .8 5

( 2 ) per capita s  ニ - 55.55 +  0.28 Y p  
(0.1176)

r = 0 .5 6

S  ニ - 7 2 .9 2 + 0 .3 5  Y a  
(0.1451)

r = 0 .5 7

(注） 個人所得， 可処分所得，カッコ内は標準誤差を示す。切片の標準誤差は不明。
(出所） G u p ta〔27〕, Table エより

この他に絶対所得仮説の検誰例と考えられるものに，L纽 〔47〕，B i y t h 〔1のがあるが，彼#も 

また，絶対所得仮説の妥当性を主張している。

以上の研究の歴史を振り返ってみると，国際クロスセクションでは，所得と貯蓄の間に iS二び+  

b Y  (  C <  0 ,  0 くみ < 1 ) の関係を認めるK u z n e t sと，切片の存在を否定するH o u th a k k erの 

相対立する見解があったのに対して，絶対所得型モデルで国別時系列分析を行った殆どすベての 

研究例が , K u z n e t s の観察と同様の，貧の切片をもつ貯蓄関数の妥当性を主張していることにな 

る。 . ’ . ■

2.2節貯蓄率と経済発展

貯蓄の絶対所得仮説'の検証は主とt て線型の貯蓄関数を用いて行われてきたが，平均貯蓄性向が 

所得増加と共に上昇する現象を説明する目的で，非線型の貯蓄関数を計測した研究がある。これら 

の研究は， ,

ニ + ゐ，lo g F  (2 .1 )

を用いているものが多い。

L a n d a u〔42〕は経済展初期には，資金需要が未発達なこと， 所得分配が不平等なこと，所得

稼得人ロ比率が低V、ことが貯蓄率を低めて、、る原因だとして，<因 一 2 >のような貯蓄関数を考え

た。また， Chenery & S y r q u in 〔13〕は，経済発展の開始によって起こる産業構造， 資易構造，

就業構造等の構造変化が所得上昇による貯蓄率上昇効果を弱める作用をするという仮説を提示したC
(7 )

Chenery & S y r q u in のモデルは次式である。
- .

d  +  ろ +  ろ2(logが ) +  .(その他の要因） （2 .2 )

商研究ともクロス，セクションデータを用いている0 L a n d a uは国連の未公開資料を用いて

法（7 )  Chenery & S y rq u inはとの式を"S-Shaped |tl|線" と呼んでいる(

 --------9---------------- -
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「三田学会雑誌j 73卷 5 号 0 980年10月）

< 図一 2 > 貯蓄串のパ夕，

ラテンアメリ力の 17ケ国, 

Chenery & Syrquin}よ,

1950〜6 3年について< 表一 5 > のような5 つの時期別の計測を行った。

1 ) 93ケ国全体のクロス，セクシ3 ン計測， 2 ) 1 人当り所得のグル
( 8 )

プ別許測， 3 ) 人口規模グループ別計測の3 通りの計測を行った。 

S in g h 〔71〕は次のような貯蓄関数を計測した。

A Y  \  . パ  Fふ
、N ‘1+ ( その他の要因） (2 .3 )

但し
ぺ か ( i o 4 p は ( l o g ^ y

S in g h が用いた資料は，発展途上国70力国の1960〜6 5年の平均値のクロス，セクションデ~グ 

である。彼は， が有意だから絶対所得仮説が支持されると主張しているが，これはあまり意 

味がない。

計測結果は， Landau は < 表一 5 > ,  Chenery & Syrquin は〈表一 6 > ,  S ingh  はく表一 7 >  

の如くである。いずれも独特の非線型モデルで絶対所得仮説の有意性を主張しているが，これらの 

計測結果だけではそう断定することはできない。 これらの研究はクロス.セクション計測が中心で 

ある。ただし Chenery & S y r q u inは （2 . 1 ) 式を4 1 ヶ国の時系列資料に適用しているが， これ 

は第 7 章:の国別の分析のところでみることとしたい。

ここで展望した非線型の貯蓄関数は， K u z n e t sの国際クロスセクシg ン観察を部分的に支持し 

ながら所得水準の高い国では，貯蓄库は所得水準に依存することなく，一定値に近づくという点が■ 

特徴である。しかし，このような都合のよい曲線をあてはめることによって，発展の程度が進むに 

つれて貯蓄性向を変化させる耍旧の摘出という，本来の目的を放棄することになってしまう。

注（8 ) 資料の山所はWorld Bank T a b leからであり，1950〜70をカバーしている。

—— 10が" ） —

 -------------  f  ------------
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< 表一s >  L a n d a uの計測結果

1950〜 1952 ： s / r  ニ-0 .1 3 3 4 + 0 .0 5 2 6 9 9  l o g (Y /N )  
(3*1)

グ，ニ 0.340

1956 ： S /F  ニー 0.1809+0.058914  
(3.1)

l o g ( m ) ダ*コ0'343

1958—1960 ： SIY=^ -0 .1673+ 0 .053631
(3.0)

l o g (Y /N ) r*= 0 .318

1961： S fY  ニ -0 .1 4 5 0 + 0 .0 4 9 7 8 6
(2.5)

log (y'AO ド 2-0*255

1963 ； s / r  ニ一  0.1893+0.055018  
(3.5)

log (Y IN ) H ニ0,410

pooled データ

S 'ダニ0.1017+  0.0000934 Y jN グ* ニ0.699

(注） カッコめはt 値を示す。切片のt 値及びプ" ル * データのf 値は報告されていない。 

(出所） Landaii,L. C421

く 表一  6 >  Chenery & Syrquin の計測結果

cross-country  
S ■0.340+0.115 ln (F /iV )-0 .0 0 6 ( ln  F/iV)» +  0,051 In TV- 0 .0 0 7 (In N y  

(5.81) (5.67) (3.61) (9.24) (6.95)
-0.001 7 \  — 0 .0 1 2ア2—O.OlOTj /?=*=0.320
(0.14) (2.19) (1.9の

H . R ich-countries (U SS  500〜 （in I960)) 
S -0 .3 0 1  +  0.146 ln (X lN ) 0 .010(ln r/A T )*+ 0.016  In 

(0.66) (1.10) (1.06) (1.50)
- 0 .8 5 7 /^ - 0 .0 2  T i +  0.02 T^-O.OO T \  i?»=0.590
(18.83) (2.89) (2.53) (0.11)

Poor-countries (〜U S $  500 (in 1960))
S
T

AT-0.003(In N)*  
(1.50)

0 .1 7 8 -  0.060 ln (F /A T )+0.010(ln  Y f N y +  0.019 In 
(2.34) (1.99) (3.45) (4.69)

iV -0 .0 0 3 (In  N Y  
(3.21)

一0 .8 3 6 F  — 0 .0 0 9 T , — 0.011 — 0.010 7%
(39.27) (1.80) (2.56) (2.59)

7?»ニ0*699

III. Large countries

各ニー0.335 +  0.22 In K'iV—0 .0 l6 (ln  F/AQし 0.083 In iV +  0.009(ln  N y  
^ (4.29) (10.02) (8.58) (3.46) (3.16)

一 0 .810ダ ー 0.022 T i—0.013 ア 2—0.007 7% ニ 0.537 ,
(10.30) (3.15) (1.95) (1.06)

Sm all countries
S
F : 0.100—0.011 In r/AT+0.004(ln Y i N y - O . m  In iVH-0.007(In N Y

(2.06) (0.65) (3.10) (1.43) (2.28)
-0.841'ii^L0‘009 7 \-0 .0 1 4 T 2 -0 .0 1 0 r 3  i?:=0,776
(45.41) (1.90) (3.23) (2.51)

(注） ^  ; 1 人当りGNP, M  i 入口, F t 資本流入（純輪入）比率，T ,~ r ,  i 国別ダミ一 

GU所） Chenery and Syrquin (；13〕 . '
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< 表一 7 >  S i n g h の計測結果

で 丽 ~ニ  25.1 -  814^(iog Y i N y +7262

( -5 .0 ) (3.4)
(log Y IN )

,  + lA (d Y lY )
(5.4)

■5.4 e*一0.0357 log KfN‘‘パト〒̂ ト0.66广.jqp.' + 0 ‘13が
( - 2.0)  ( - 11.0) 

T+4 .4 -

(2.4)
GNP (log Y i N y

(2.4) (1.8)

7?2=0.86, SEEニ2*69

(注） Y (N  ；1人当りGNP, JY/Y i G N P成長率，e* ; (公 智 塞)

；国民貯蓄に対する海外資本の流入分， ；輪入比率

労働力率，で^;税収比率

カッコ内はt 値を示す，S E E は計測値の標準誤差を示す, 
(出所） S in g h 〔71〕

第 3 ® 恒常所得仮説による貯蓄分析

3.1節恒常所得仮説の性格

続いて，発展途上国の貯蓄行動は絶対所得仮説よりも恒常所得仮説が妥当するという研究が多数 

発表された。現在ではこの立場をとる研究が最も多いが，筆者等はこの傾向に懐疑的である。如知 

の F r ie d m a n〔22；) の恒常所得仮說は，消費主体は一定期間の期待所得を含む恒常所得（F O によ

って恒常梢費（C P )を決定するというものである。 恒常所得は経常所得の一部分であり， 残余は
<9)

変 動 所 得 と 呼 ぱ れ る 。消費率ぷは非人的資産比率（mOや割引率（り，効用関数の形状（W) 

等に依存するとされ，消費関数は次のように書かれる。

C Pニ kCjv ,  i , (3 .1 )

効用関数の形状は家族構成，家長の年齢，職業，学歴，居住形態等に依存すると考えられている。 

以上をまとめてモデル式で示せぱ，

F  ニ ド +  F T

C = C ^  +  C^

C P  ニ H i ,  w ,

庚測に際しては仮定条件

C ovCr^, F=*')-C ov(C '

(3 .2 )

(3 .3 )

(3 .4 )

び ）ニ C o v O r , C O  ニ 0

を付け加えて， ミニドーロに（3 .2 ) , (3 .3 ) ,  ( 3 . 4 ) 式を代入すると，貯蓄関数は，

(3 .5 )

注 （9 )  F ried m an〔22〕の祐3章を参照。

(10) 0 を仮定している。とれはF ried m an〔22；), 3寫t, p‘ 32~33参照。

\2 {666)
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5 •ニ（1 一/り r p + r r  ( 3 .6 )

恒常所得仮説の貯蓄モデルでは，恒常所得（5 ^ 0 ,変動所得（1̂ ぐ，それぞれの限界貯蓄性向が考 

えられるが，その大小関係は理論的に以下のようになる。（3 .6) 式から

ニ（1 一 ☆ ), ニ 1 であるから，

dSldYP く dSfdYT  (3 .7 )

まチこ， を簡堪に2 期の所得の加重平均， け （1 ーウ）i V i と仮定すれば， （3 .6) 式 

に代入して

d S I d Y ^ > d S l d Y t  (3 ,8 )

( 3 . 7 ) 式 と （3 . 8 ) 式から限界貯蓄性向が変動所得， 恒常所得， 経常所得の順序となると解釈する 

ことが多いが, これは，もっぱら c r  =  o の仮定によるものである。

3 .2 節 恒 常 所 得 仮 説 貯 蓄 関 数

恒常所得仮説を発展途上国の貯蓄分析に初めて適用したのは， Friend & T a u b m a n〔24〕であ 

る。彼等は2 2力国 （先進国10力国，発展途上国I2力国）の Y N A S データを用いて貯蓄関数を計測し 

た。彼等は, 貯蓄は資産調整の結果であり，資産調整の主要因は正常所得(X.N) (Normal Income) 

とキャピタルゲインであると考えて，正常所得と前期の資産（キャビタルゲメンを生むもの）を含む

貯蓄関数を提示した。 、

• •Sf ニ みF が+  c F で +  ゴW V i + F  ( 3 .9 )

; 変動所得， ;前期の資産 

F  ; ta ste  (代理変数として( , ) ト1を使う:)。

実際の計測式は< 表一 8 > に示した式である。

彼等の計測は，発展途上国の恒常所得型貯蓄モデルの原型となった。彼等は，正常所得の実測に

C 寒一 8 >  Friend & T a u b m a nの計測結果

1 ) S ニ7 ‘8 + 0 ‘413 Y - -0 .351  Y N  R 、-ニ0.625
(4.1) (0.111) (0.169)

2 ) S ニ 10 .6+ 0 ,357  Y - 0 .2 9 9  +3 .703  Z Rし-= 0.808
(3.0) (0.119) (0.121) (0.394)

3 ) S =  8.1 +  0.085 Y - -0 .0 1 7  Y *  R i= =0.607
(4.2) (0.128) (0.127)

4 ) s ニ:10*9+0.174 Y 一0.110 r *  +  3.801 Z R、ニ0.798
(3.0) (0.092) (0.092) (0.406)

(注) Y N  ；i/3cr< + r,_ .+r/_*)

Y * i トレンド値( lo g Y ,=  tf- + ろ• / より）

力ッコ内の値は標準誤差 
(出所） Friend & T au b m an〔24〕，Table 1 より
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3 年移動平均およびトレンドの雨方を試みたがこの方法までが，後継者の摸做する所となった。

彼等は< 表一 8 > の評測結果で3 年移動平均のケースの方が有意であるとして採用した。計測式 

を書き直すと .

5  =  0 +  ろy +  が ニ《 +  み（F が+  で）+  c y が

ニ《+ ( み+  «?)yか + ゐ (3 .1 0 )

ズ、あるから，正常所得の限界貯蓄性向はゐ+  Cである。この値は0.058〜0.068であった。

W il l ia m s o n 〔80〕は，時系列データに初めて恒常所得仮説を適用した。 彼 は Y N A S からアジ 

ア 6 ケ 国 （日本，韓国，台湾，ビルマ，フィリピソ，インド) の1950〜64年について

5•二び + ぼ p + r y r  , (3 .1 1 )

を！!‘測した。 は3年移動平均値を採用している。）計測結果はく表一 9 > である。 日本，フィリピ 

ンが有意な結果を示している。また，アジア6 ケ国のプール，データの恒 常 所 得 ( ニ  の限 

界貯蓄性向は，経常所得の限界貯蓄性向とほぼ同じ値を示した。

G u p ta 〔27〕はインドの RBI (R eserve Bank of I n d ia )のデータ（1950/51〜6 2 /6 3 )を甲いて W i. 

l l ia m s o n と同じ方法で恒常所得の限界貯蓄性向を計測した。 結果は <  表一 1 0 > で， (恒常所 

得）の回帰係数は有意な値を示すが，理論条件 d S ld Y T〉d S l d Y P を満たさない。G u p ta〔29〕は 

また，都市，農村別貯蓄関教を同じ資料の同じ国について計測した。計測結果は（表は割愛するが） 

恒常所得の限界貯蓄性向は都市では0 . 4 7 5 ,農村では0.025であった。

r三田学会雑誌j 73巻 5 号 （1980年10月）

<  表一 9 >  W illiam son の計測

const. n . t  . y f . t 国 名

1 .9324* - .0 6 8 9 * し1165 .341 Korea
(1.5170) (.1257) (.7677)

2 -2 6 .8 8 8 5 .2935 .4586 .933 Japan
(6.0805) (.0249) (.3235)

3 -1 9 .9 7 6 2 .2726 - .1 6 7 0 * .647 Taiwan
(8.5872) (.0876). (.4166)

4 .7424* ,0944* .3680 .364 Burma
(4.2788) (.0883) (.1931)

5 -2 9 .0 0 6 5 .2983 .5048 .678 Philippines
(8.2676) (.0841) (.4024)

6 22.4165* 一 ，2324* 一 .1422* .123 India
(22.9908) (.3539) (.2363)

■ 7 -9 .8 7 5 4 ,2046 .3240* .815 Pooled for all
(1.5169) (.0118) (.3130) Asian nations

(注） . ハ可処分所得の3年移勘平均値GS常所得)，
• * 印は90%で有意でないことを示す。カッコ内は標準課差 
•出所 W illiam son〔80〕，Table IVより

14 (6  ざ 5)
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Brazil 

Costa Rica 

Israel 

Philippines 

Taiwan

(法） r w ; G N P の3年移動平均値， が 

力ッコ内は/ -値を示す0 
(出所） Leff & S a to〔5U, Table 3 から

1.03

1.53

0.81

0.72

1.56

.88

.92

.89

.91

.97

3,3節家計調查による貯蓄分析

前節までに見てきた研免は，マクロの貯蓄関数の計測であった。本節ではミクロの貯蓄開数の别 

究の系譜を展望する。

Friend & K ravis C 2 3 )と H o u th a k k e r〔33〕は米国の家計調查データで消費性向の安定性に 

関する班究を行った6 これに対し， R a m a n a th a n〔66〕，〔67〕は発展途上国のミクロの貯蓄行励 

について，恒常所得仮説を適用した0 また消費関数側からはB e ta n c o u r t〔6 〕のチリの計測と， 

V a l d l〔77〕のインドの計測がある。

*™ —■. \ ^ ( 6 6 9 ) ------

経 済 発 展 と 貯 蓄  

< 表一10> G u p taの計測

A ggregate
5  =  - 1 0 6 .5 4 +  0.14417 F d '—0.27254 i? = 0 .861

(0.0289) (0.1236)
Per capita

S ニ091‘0+ 0 .4190  y / -0 .3 1 6 7 1 /? = 0 .575
(0.02766) (0.1842)

(注） • IV  ；可勉分所得の2年，動平均値（恒常所得:)，y dニ:Td- YV 
♦カジコ内は標準誤卷を示す。切片の標準誤墓は報告されていない。
* 出所は G u p ta〔27〕，Table'III より

Leff & S a t o 〔51〕’は W orld B ank, Country T able から lp52〜69 の 5 ケ 国 （プラジル，イス 

ラユル，コスタリカ，ブ ィリピン，台湾）をえらび，W illia m s o nと同じ方法で值常所得仮説の検討を 

行った0 計測結果は< 表一11> である。 コスタリ力 , フィリピン，台湾の3 ケ国 が dSldYT^>  

2 5 7 a F ? の条件を満たす。 '

以上の研究から，時系列でもクロスセクションでも移動平均法による恒常所得を用いると，、統計 

的に有意な貯蓄関数が測られるが，変動所得の係数は有意ではないことが確かめられた。

< 表一 11> Leff & Sato のt十測

し ountry xrT Constant D-W

I

.246
(1.32)

.822
(4.44)
一. 058 
(0.23)

(9.i
.]

a ，

(5.，

(K



1$

I
I

I

r三ffl学会雑誌j 73巻 5 号 （1980年10月）

家計調査デ一タによる恒常所得仮説のモデルの計測では，平均消費性向k に関する前述の仮定が 

あるので，家長の職業，年齢，居住地によるグループ内平均所得を恒常所得の代理変数と考えるこ 

とができる。

R a m a n a th a n 〔66〕は1959年のインドの家f十調查. (Household Saving Survey： National Council 

of Applied Economic R esearch)を用いて，期待所得（年齢階層の上昇につれて家計所得が上昇すると仮 

定し収益率で割引いた所得）を含む貯蓄閑数を計測した。彼は更に， 1971年の研究〔67〕で家計の資 

産 （W 0 と稼得人員を加えて，同じデータで計測した。

S" ニび0 +  a lY" +  +  め（ 一

+  a i C W - W * ' ) Y  +  e  (3 .1 2 )

CY  ；家計所得，F* ；恒常所得，P n 家計の保有資産，PF* : y * と同様トと!̂正し

た資産，  ̂ ；誤差項)

ここで擬似恒常所得0 % * )とは，家計調査の家長の職業（りおよび年齢 0 '),階層別平均所得 

を恒常所得の代理変数とみなそうというもので，実際には次のように計算される。階層別平均所得 

O i j ) は年齢階層U ) が一'̂ ^上るごとにス倍になり， i 職業の所得は年率g r e 増加するという2 

つの仮定の下では

3^"パy ( l +5^0らガプ

の所得が期待できる。この期待所得2 1 /を割引率ゴで現在価値に割引けぱ，擬似恒常所得は次のよ 

うになる。

Y K i , 7 ) ニ IZ Jガ ' ゴ'+ X 1タ （y +  1 )ゴ ポ

また， この擬似恒常所得を，資 産 （W 0 と家計の稼得人員<iNめ で11̂ 正したものが恒常所得 

( y * ) と呼ばれる。以 下 計 測 結 果 は を 使 っ て いる。また，び8 は資産ストック調整効果を，

は資産ストック調整効果と所得水準との交互果を示す

計測結果は，（1 ) 標本家計を職業，年齡，教あ家屋の所有形態等のいずれで分類したケースで 

も，決 定 係 数 は 0 .19から0 .2 6で有意であった（標本数500)。（2 ) 恒常所得の限界貯蓄性向は 

どのケースでも0.01から0 .05で，変動所得のそれは0 .14から0 ,1 6でどちらも有意であった。この恒 

常所得の限界貯蓄性向は，先 の Friend & T a u b m a n 〔24〕の計測値 (0 .0 6 )に近い。

発展途上国の家計調查データで消費関数側から恒常所得仮説を検射したものにB e ta n c o u r t〔6 〕 

と V a k i l〔77〕がある。B etancourtは1964年のチリの家計調査(Cost of L iving Survey for Central 

C h i l e )を，①恒當所得の指標（耐久消費財の所有の有無を採点法で指標化)，②教育程度， ③履用形態， 

④居住形態，⑥年飾，⑥職業によって分類し，グループ内の平均経常所得を恒常所得として，線型 

の消費開数を計測した0 そして,年齢と居住形態以外のグル一プ分けで恒常所得仮説の有意性がみ

-— 1 6 ( 6 7 0 ) ——
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(11)

られると主張している。
(12)

V a k ilはインドの4 種類の家計調查データを利用して職業グループ別の消費関数を計測し，恒常 

所得仮説を支持している。

3 .4節恒常所得仮説をめぐる論争

1970年以後，© 常所得仮説を貯蓄分析に適用した研究は減少し，消費関数に適用して恒常所得仮' 

説の糖度を改善しようとする研究が増加した。

Singh & D r o s t〔68〕は11ヶ国の時系列データ（YNAS; igso〜6 S )を用いて，ラグ分布を用いた 

消費関数の計測に代わる新しい手法を提示した。ラグ分布を假定した恒常所得型の消費関数は次の 

ように書かれることが多い。

CP = た

y p  ニ ク +  トi +  /(2F レ 2+ … …：）

C ニ c p  +  び

上の 3 式から

C ^ k ^ C Y t + ：lYt-.i +  ……) +  CT 

/ 9 ( 1 +  ……）= ル（1 一；{ ) = 1 の仮定条件から

C . = =  / パ 1  一  2  ) y " f e  

(但し e - C f  —/?C f_0

(3 .1 3 )

が導出できる。短期限界消費性向は々（1 一；o , 長期限界消費性向は☆である。

彼 等 （Singh & Drost) はこのラグ分布の仮定によって将来の期待所得を恒常所得の代用とする方 

法に批判的である。代りにi? ( び ）ニi ? ( y T ) = 0 ,  i? (C へ y T )ニ 0 の仮定を用いて，V a r(C ^ ,. 

V a r ( F ^ )を極小化する非線型推定法（Nonlinear Iterative Least Squares Method: NILS 法）を用 

いた。計測は，耐久消費财支出を含むヶースと含まないヶースについて行った。彼等の計測によれ. 

ぱ，々の値は日本を除いて0 . 8 近傍に集中している。また，ラグ分布を用いたものと比べると， k 

の値は，彼等の計測の方が小さい。

Laum as & L a u m a s〔45〕 は，恒常所得を3 年移励平；％法で計測することに批判的である。 3 

年移動平均法が消費者のタイム，ホライズンを謀解しているというのが第1 の理由，第 2 には，消 

費者が2 期前までの所得額を記偉しているという仮定は消費者行動をIEしく描写していないこと， 

第 3 に，移動平均では所得変励を平準化する為に構造変化の影響を説明しえないことをあげている。

法( 1 1 ) グループ別詠測とグループ分けをしない計測とでは消費性向は，前者の方が大きいという仮説を検定する手法を用い 

ている。

( 1 2 ) ① .The.Delhi Survey； 1959,② The Urban Income and Saving Survey； I960,③ The All-India Rural 
Household Survey； 1962,④ The AlWndia Consumer Survey； 1964.

' —— 11{671) —
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彼 等 〔46〕はこの批判に基づいてインドの時系列データ（B19〜28年）を用いて，下記の方法で恒常 

所得を計算した。

Y P  ニ バ  e び - り
</  一 t o

(3 .14 )

：トレンド， f ••時間変数，( P : タイムホライズンの逆数の意味をもつ係数，

ア ：測定時点)

実際、には所得の移動平均のタイムホライズン（1 / i S ) を色々に変えて計測して，フィットが良好 

なものを探索した。その結果，アメリカ（1 / ) 9 ニ2 ,5 年），インド（1 年）であることが確認され 

/'-̂ 6

< 表一1 2 > のインドの計測結果では，変動消費と変動所得に強い正の相関がある。彼等は，この 

結果から，発展途上国では変動所得と変動消費が独立であるという仮定は妥当しないと主張してい

る0

く表一12> Laumas & L a u m a sの計測結果

C/> -ニー 1 .432+ 0 ,935  Y p  
(3.568) (0.045)

Rし- = 0.977 D.W.:=1.491

C-p-ニー0 .088+ 0 .936  Y t 
(0.139) (0.045)

R ，:ニ0-935 D.W.：= 2.046

C —-6 .6 8 7  +  0.998 F p  +  0.864 Y t 
(6.819) (0.089) (0.126)

ニ=0.962 D.W.==2.151

(注） C p  }恒常消費，C t  i资動消費，Y p  ；恒常所得，Y t  ；変動所得。

力ッコ内は標準誤差を示す。また/5 = 1 のケースである。

(出所） La"mas & L au m as〔46)

M u s g r o v e〔63：! は南米（エクアドル，コロンピア，ペルー） の都市の家計調査（1967〜69年） を用 

いて，分散分析によって恒常所得の計測誤差（estimation e r r o r )と変励所得の測定誤差（measure­

ment erro r)を識別した。その結果，経常所得と恒常所得の差は変動所得と言うより測定誤差であ 

ることを確認した。 また，恒常所得の消費弾性値は， コロンビア（O.Sll) , エクアドル（0.8%), 

ペルー（0 .776) であった。それに加えて，恒常所得を針測する為の標本分類は教ぎ程度による分類 

が一番よいこ’とが確認された。

これに対して， B h a l la 〔7 〕は推定誤差（6 ニy ぐ を ， S ,  C に関する分散，共分散に分

解して，これらを用いて平均消費性向や限界消費性向をf多正する手法を示し，インドの農村の家計
(13)

調 查 （1%8/ 69〜lO T A l)を用いて限界消費性向を計測した。 この方式による計測値は< 表一 13>の  

ように高接計測したものと，残差による計測値の中央にある。これを限界貯蓄性向に直してみると， 

かなり高 '̂ 、値を示すことになる0

注(13) との資料は National Council of Applied liconomic Research の3年次 (1968/69, 1969/70, 1970/71) のパネ

ノレ♦ データである。

—— 18(672) ~
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< 表一W> B lm llaの誤差分散による修正

Year I 
1968〜69

Year II 
1969〜70

Year III 
1970-71

direct C
APC 0.778 0.759 0.741
MPC 0.39 0.49 0.47

residual C
APC 0.97 0.89 0.86
MPC 0.91 0.70 0.65

True MPC 0.84 0.66 0.61

(注） residual C は F  — S より求めた計測値
(出所） Bhaila, S. S .〔7〕

恒常斬得仮説では，理論モデル自体が切片（定数項）を含まない貯蓄関数を前提としているので， 

そのままの形ではK u z n e tsの観察に対する検証とはなりえない。また，恒常所得概念は，単純に 

経常所得と比較はできない。但し実際のf十測では，S in g h & D r o s t以外の研究例では，切 片 （定数 

項）をもった式が用いられている（例えぱFriend & Taubmanなど)。一方恒常所得は，実際の計測 

に際しては，経常所得の数年間の駭動平均が用いられることに窗意する必要がある。以上に注意し 

て，te■常所得仮説をふり返れば，国際クロスセクション分析（Friend & Taubman).'及び，時系列’ 

分 析 （W illiamsonや Leff & S a to等）においても，貯蓄は，過去数年の平均所得に伴って上昇する。 

さらに恒常所得から.の貯蓄性向はK u z n e ts観察を檢証したH o u th a k k e rの限界貯蓄性向よりか 

なり小さいことがわかる。したがって，恒常所得による限界貯養性向は過小評価されやすい。

発展途上諸国の貯蓄行励を，恒常所得仮説で說明することには本質的な疑問がある。期待所得が 

意識される程度は, 低開発段階では低く，発展が進んで所得稼得が近代化するにつれて高まるとみ 

て，そのことを検iEすることの方が，はるかに重耍なことであろう◊

I

第 4 章 ラ イ フ ，サイクル仮説

4.1節貯蓄率と所得成長率

次の有力な仮説はライフ，サイクル便説である。 これは仮説提唱者の頭文字をとってM B A 仮 

説とも呼ぱれる。 この仮説の初期の研究は先進国について行われた。 M odigliani & Brum berg  

〔59〕の理論提案に綺いて，英国の1952, 53, 54年のオックフォード統計局サンプルサーベイを用 

いて仮説のチストを行った3 つの研究， L y d a l l〔54〕， F i s h e r 〔21〕，及 び M odigliani & Ando 

〔58〕がある。 米国に関しては， 1929〜4 9 年， 商務省データで貯蓄関数を計測したBrum berg 

C11). 1929〜59年の家計調查データにより消費関数を計測した■ Ando & M o d ig lia n i〔3 ；) , 〔4 〕, 

1900〜58年のデータにより資産一所得比率の計測を行ったM o d ig lia n i〔60〕等がある。

—— m 673) —
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発展途上国の貯蓄についてのM B A仮 ;説の研究には2 つの系譜がある。第 1 は， K u z n e t s〔39〕 

の観察（第 1享参照）に対して統計的に反論したH o u th a k k e r〔34〕と，それを発展させた. Modh  

g l i a n i〔61〕，S w a m y 〔74〕等‘の系譜である。これらの研究は貯蓄比率の決定耍因として，所得の 

成長率を重視するのが特徴である。 第 2 の系譜は人口学的な要因を重視するK elley & W illiam ­

son 〔36〕，L e f f〔48〕，〔49〕，A d a m s〔2 〕，G u p ta 〔31〕，L a n d sb e r g e r〔43〕なび M odigliani 

〔61〕である。 特に， M o d ig H a n i〔61〕は上記2 つの系譜を総括する意味で， ライフサイクル仮 

説の総括的研究と言える。

第 1 の系譜では貯蓄のライフサイクルは，概略以下のように説明される。主体は現時点から人生 

の終点までの期待所得と資産の総和の制約の下で，現在の消費と将来の消費の選択という意味の効 

用の最大化を行うと仮定する。その帰結として現在の消費は，期待所得と資産の和，-資本の報訓率 

および年齢の関数として表わされる。これを年齢グループ内およびグループ間で集計して次の消費 

関数を導出する。（Ando & M o d ig lia n i〔 3 〕）

Ct = a i Y  t-^-otzYt+azWt-i  (4..1)

( 5 ^ ;経常的労働所得， 期待労働所得，P F ;純資産）

そして， y ? が F i と比例的であると仮定して， Sf ニ — C ,の関係から，

Si  =  a Y t - d W t - i  (4 .2 )

が得られる（び；限界貯蓄性向， <5 : 資まの限界貯蓄性向)。

経常所得F I は過去の最高所得；F に対して， P の割合で成長すると仮定し， トレンドからの乖 

離率を

で表わすと，貯蓄比率は

6f>StfY, Gp
d +  p  o  +  p

となる。 kni*、残差，M odigliani〔GO〕）上 式 で ニ 0 として周期変動を除くと，

となる。（e は誤差項）

こ れ を に つ 、て線形近似すると，

S

(4 .3 )

(4 .4 )

(4 .5 )

となる。ただし と し ゾ Qo) れ dp
P '  、’ ’ df )一i d  + /?)2*

以上から下記のライフサイクル型貯蓄関数が導出される。

一 一 ~  20( び 一

P ~  P の平均値

I
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( 4 .6 )

から2 8ケ 国 （1959, 60年)

；総実質可処分所得

(C i =  CXめ一み’( め〕, Q ニ5 ' 0 ) )

H o u th a k k er〔34〕は，第 1 章で詳説した研'束の一環として， Y N A S  

の国際クロスセクシg ンデータを用いて, G . 6 ) 式を 2 通り計測した0

チニ 0 .02  +  1 .36年
(0.0124) (0 .28)

S  ；1 人当り個人貯蓄， F  ; 1 人当り個人可処分所得，

成長率 ’ ， 、

0.046 +  2 . 0 7 +
(0.019) (0.42)

S  ; 1 人当り国内貯蓄， F  ; 1 人当り国民所得， ® 民所得成長卒，ヵッコ

内はぽ準誤差を示す。相関係数は報告されていない。

S w a m y 〔74〕は Y N A S の 19 ケ 国 （1965年）について，（4 . 6 ) 式 （彼は World Dynam ic Saving 

Functionと呼ぶ）を計測した。C gの係数は1 .5 4 で H o u th a k k erの計測に近い。M o d ig lia n i〔61〕 

は Y N A S の36ヶ国 （1% 1〜GO年の平均値）の民間貯蓄と民間所得を用いて，次の評測結果を得た。

4 .5  +  1 . 4 2 - ^  グ- 0 .6 7
(1 .3) (0.25)

カッコ内は標準誤差を示す。

彼はさらに，所得の成長率も生産性の上昇率(メ* r f)と 労 働 人 口 の 成 長 率 に 分 解 し て ，ザに

回帰させた。計測結果は次式の如くであった。

^ = 8 .4  +  1 . 2 4 - ^ - 0 . 6 7 - ^  及=0*73  
(0.25)

i カッコ内は標準誤差を示す。

生産性上昇卒は貯蓄率に正の効果を, ’ 人口増加率は負の効果を示している0

また， T h ir lw a ll〔75〕も68ケ国のクロスセクションデータにより, 以下の式を計測している。

( A )(y )d o m o s tlc  ニ 14 * 19 +  0 . 49 4 (ギ )
(0.454)

(f)dom ostlc = 1 3 '2 2  +  1 . 1 9 7 ( ~ ^ ) p G r。れリ!"  ,„como
(0.415)

カッコ内は標準誤差を示す。 ' •
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( ただし（A ) の係数は有意でない）

以上は発展段階の異なる国際間クロスセクション分析であるから，長期貯蓄関数の計測とみなさ

れる。計測された係数C 2の値はいずれも1 以 上 (1：3 6 ,1.54, 1.42, 1 .1 9 7 )であり，線形近似式の係 

da
数 ゾ ニ て か ら 推 し て も 説 得 的 な 値 で あ る ,

■ 別タイムシリパ計測には Leff and S a t o 〔51：] がある。 彼等は世銀データ (1952〜69) の国 

別国内総貯蓄とG N P を用いて，S w a m y と同様の手続きで計測し CVの値は， プラジル4 .19, 

コスタリカ3 . 5 8 ,イスラエル0 . 5 9 ,プィリピン3 . 9 5 ,台湾3 .4 2であり，イスラエルを除き，高い。

4*2節貯蓄率と人口学的要因

人ロゴ-的要因を重視する第2 の 系 譜 の 矢 は M o d ig lia n i〔61〕である。 G N P 成長率は生産性 

上昇率と労働力人a 増加率に分解されるので，後者を詳細に組み込もうという考え方である。

以下の説.明で用いる記号は，< 表一14>の 通り。

< 表一14>

m

• 1人当りの期待労働年数 

: 期待弓I退 （retirement)'年数 

:平均未成年期間 
0) = r } l

y :労働生産性
J» =»I,/

C f ; 労働期間の!{■画年平均消費ま 

Cr : 引退期間の許画年平均消費率

. 未成年期間（20歳未満）のfj■画年平均消費率

.'CrlCi ^m =  CmlCi 
各年の労働者数 

各年の引退者数 

各年の未成年者数 

労働期間中の平均収入率

C

ら
L
R
M

し饥，C r , むま期間を通じて一造と仮定。報酬率もゼロと仮定される, 
1 人当りの生涯の予算制約式は

le ^ lC i -{ -r C r  +  m C m ~ C i \ i l  +rXr-\-rnXm}
同じ考え方で総所得は 、

Y  ~ L e

注(14) 5  = (1  — A)SLi+々び/i r  で 5  ニ5■一 1 ノ
kS~kaAY

「を推針する,

2 2 {6 7 6 )
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•Sニy —c に代入して

O /y  _  <oXr-t-/^Xm 一 /  R\
l+ft)Xr +  ]f̂ Xm 1 +  ft>Xr +  パXpA jf/ノ 1 +  かズド+/^ズ7̂ 、̂^̂ソ

(4 .7 )

• S /y は ( M L ' ) ,  ' ( M I L )の減少関数である。M o d ig lia n iは5^際には7?を65歳以上人口，L を20〜 

6 5歳人口， o；= r /P Fニ1/4〜1/5, X ニ0 .5〜0 .1 と設定して（4 . 7 ) 式を計測した。

S /T  =  23.1 +  1 4 5 ~ ^ - 4 5 , — 1 2 .7 ^

(4 .9) (0.19) (16) (3 .6)

力= 0 .8 1 , ( ) 内は標準誤差

R/L ,  MALの追加により説明力は高まった。 この計測によって生産性上昇率と人口の年齢構成が 

貯蓄比率の主要な要因であることが支持された。

L e f f〔48〕，〔49〕は，出生率の上昇は総人口に占める未成年層（支出増加だけに貢献t , 生産には寄 

与しない。）の比率 （dependency r a te s )を増加させ，貯蓄率を低下させると考えた。

Y N A S の74ケ 国 （1%4年）のデータを用いてクロスセクション分析を行った。

(1)
(5.7289) (2.8776) (3.2792、

I n # ニ7 .3439+0,1596 l n ^ + 0.0254 I n J ^

- 1 . 3520 In Z)i- 0 .3990 In D 2 R ^ = 0 M 9 7
(4.6406) (2.5623)

' ( 2 ) l n ^  =  2.7851 +  1.1486 ln ^ + 0 .0 2 6 5  I n - ^

(2 ‘257り （21.510の （3.5592)

一1.3438 In A —0,3966 In _D2 ^ 2 ^ 0 .9 5 5 9
(4.7916) (2.6461)

( ) 内は《値， 14歳未満の人口百分率

の2 ： 65歳以上の人口百分率， : 7 の 5 年間の年平均成長率

係数はすべて2 .5%水準で有意で， dependency rates A ,  D 2 の説明力が高い。発展途上国， 先 

進国別に計測した場合にも有意な結果が得られている。 L e f fは貯蓄率の主要因はdependency 

r a t e s であると結論づけている。

これに対してG u p ta 〔31〕は， 1 人当り所得でグループ分けしたデータを用いないと意味がな 

いと主張して，L e f f仮説が妥当すタのは1 人当り GNP $2 5 0〜6 7 5の最富国グループだけである 

と批判した。 ま た A d a m s〔2 〕は， L e f f仮説に対する反論として， 人口が; え dependency  

r a t e s が高まれぱ，労働意欲がかきたてられて成長が促され，貯善も增加すると生張した。更に，

— 2 ^ 6 7 7 ) ——
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L e f fの回§̂式 

74 Countries

( 1 ) ニ7 . 3439+ 0.1596 In Y jN  +  0 . 0254 \ t i A Y } Y - l , 3520 hi Z?,-0 .3 9 9 0  In Dz
(5.7289) (2.8776) (3.2792) (4.6406) (2.5623)

ie*=0.5697 F  =  25.1604
( 2 ) In S \Y  =7 .7762+ 0 .1037  In Y IN  +  0 .0234In A Y j Y - 1.4893 In D,

(5.7914) (2.3132) (3.0428) (4.8493)
^*=0.5729 F =33.6357

( 3 ) In S , / /  ニ 2.7851 + 1 .1486  ln Y } N  +  0 , 0265 In J F / F - 1 . 3438 In D i ~ 0 . 3966 In D 2
(2.257り （21.5100) (3.5592) (4.7916) (2.6461)

，々ニ 0.9559 F  ニ 3%. 677
( 4  ) In S /iV = 3.2383+1,0924 In F / / / + 0.245 In In

(2.5082) (25.3417) (3.3327) (5.0310)
及: =  0.9563 ^'=533.913

47 Underdeveloped countries
( 5 ) In S lY  =  0 .1292In F/iV +  0.0227 In J Y j Y -1 .2 2 9 7  In ^ - 0 . 4 4 5 5  In A

_ (1.8487) (2.8079) (2.7636) (2.1554)
か =  0,2419 F = 4 .6 6 8 5

( 6 ) In S/iV?=1.1167 In F'iV +  0 ‘0239 In J F / F - 1.3122 In Z>,-0 .4 4 6 9  In
(16.8355) (3.1204) (2.9400) (2.2783)

ル =0*8975 F  = 101.6727
20 Developed Countries

( 7 ) In S \ Y = 0.0035 In F/iV +  0.2589 In 4 Y f Y - Q A 3 U  In -0 .4 9 1 6  In D,
一 (0.0296) (1.6228) (1.7099) (2*6547)
か =0.4395 i? =4.7245

( 8  ) In 5/iV  =  1.0049In F/A^ +  0 .2591 J F / F - 0 . 4300 In A  -  0 ‘ 4914 In 
_ (8.3684) (1.6208) (1.6966) (2.6477)
か =0.8413 F  =  26.1798

G u p taの回帰式 

Group I

( 1 ) In 5 /K = 3 ,9 5 4 9 + 0 .4 5 4 8 1 n F 'iV  +  0 .1 2 6 3 1 n ^ /F —0 .7 6 8 5 1 n Z )i-0 ‘64751nZ)2
_ (0.3768) (0.3737) (0,1481) (0.9446)
及2 ニ - 0.29 F  =  0.55

( 2  ) In S } N =  -0 .3 5 6 4 + 1 .6 1 1 2  In F'iV +  0.1309 In J F /F  — :L.0487 In A  — 0.5585 In 
_ (1.6008) i (0.4644) (0.2424) (0.9770)
ホ2 ニ 0.403 F  =  2.35

Group II

( 3  ) In S/K  ニ5.7068- 0.1372 In Y I N +  0.0234 In ^ Y f Y -0 .6 1 7 2  In £> ,-0 .0449  In 
_ (0.4052) (2.437) (0.7274) (0.1419)
斤® =  0.240 F  =  2.19

( 4  ) In S I N ニ2.7274+ 0.8330 In F/A^ + 0,0243 In z / r / 7 - 0.9724 In へ 一 0.1404 In 
_ (2.6194) (2.6937) (し 2200) (0.4726)
力2 ニ 0.495 7^=4.67

Group III

( 5 ) I n S ' r  ニ U . 2616-0 .0584  In F /A ^ +0.0347 \ n d Y j Y - 2 .6974 In D j - 0 . 8866 In D2
(0.2401) (2.2646) (4.4973) (2.5979)

タ:ニ 0.564 F ニフ /IS

( 6 )  In S /iVニ8.9245 +  0.9172 In F/A^ + 0.0345 In ^ Y f Y ~ 2 . m 7  In £» ,-0 .7 8 0 3  In A
(3.7661) (2,2460) (4.1514) (2.283り

—— 24(^75) - -



経 済 を 展 と 貯 菩  

ニ  0,766 =18.1?5
A ll Groups

( 7 ) lnS/5^ ニ 9.3209 + 0,16241ny/iV + 0.02581n/jr'}^-；L84021nZ>i-0.5416A!
(1.9444) (3.1198) 0.5442) (2.700)

及* ニ 0.471 F  =  11.22
( 8 ) In S /N = 4 .6341 +  1.1501 In F /iV +0.0271 In J F / F - 1.8012 In£>,-0.5014In D、

(14.7254) (3.5020) 0^,7578) (2.7803)
^*=0.900 F  =  104.57

A d a m sの回帰式 

47 D eveloping Countries
( 1 ) In S / r  = 3 .8889  +  0.0687 In y /iV + 0 .0771  In J F /F - 0 .4 5 9 2 1 Irt

(2.74) (0.97) (1.81) ( 一 1.40)
及，= 0.1348  

(0.13)
( 2 ) In 5 /7  =  1.9537+0.1251 In F // /  + 0 .0894In ^ 7 / 7 - 0 .6 6 8 InZ>2

(5.37) (1.64) (1.97) (-0 .4 4 )
及*= 0,0993  

(oao)
( 3 )  In S / r = 5 .2 5 3 0 +  0.0678 In F'A^ +  0 .0798In d r / r - 0 . 8036In Z>3

(2.58) (0.98) (1.90) (-1 .6 4 )
か  ニ0.1485 

(0.15)
( 4 ) In S \ Y  = 7 .7 0 4 1 + 0 .1 2 3 0 In y / / / + 0 . 1134In ^ 7 /r -1 .3 7 5 3 1 n I> i-0 .5 4 6 2 1 n I> 2

(3.79) (1.75) (2.66) ( -2 .8 7 ) ( -2 .5 0 )
及* ニ0.2289  

(0.23)

(注） 1 . ( ) 内はf 値
2 . 各記号は次の適り

S ( Y = aggregate saving ratio 
5/AT=per capita, aggregate savings 
y/iV ^per capita income 
JF/F"=rate of growth of per capita income 
の1 ニpercentage of population aged fourteen or less 
Z?2 =percentage of population aged sixty-five or more 

total dependency ratio, the sum of Di and
3. G u p taの回帰式のグループ分けは次の通り 

Group I (9 Countries)

I

India 
■jvenya 
Pakistan 
South Korea 
Sudan

Taiwan
Tanganyika
Thailand
Uganda

Group II (16 Countries)
Ceylon
Dominican Republic
Ecuador
Egypt
Ghana
Honduras
Iran
Iraq

Jordan
Mauritius
Morocco
Paraguay
Peru
Philippines
Portugal
Tunisia

Group III (22 Countries)
Argentina
Barbados
Brazil
British Guiana
Bulgaria
Chile
Costa Rica 
Cyprus 
El Salvador 
Greece 
Jamaica

Japan
Malaysia
Malta
Mexico
Nicaragua
Panama
Poland
Spain
Ti^inidad-Tobago
Turkey
Uruguay

，，ベV

2^(679)
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回帰式の理論的背景の欠如と， と*^2の間の多重サ線性の問題をあげ，統計的に信頼ができない 

と主張した。（Leff, Gupta, A d a m sの回帰式はくま一15 > にまとめてある。）

L e f fの！{■測した式はM o d ig l ia n iに Y I N を迫加したものである。 D z ^ R / L に相 

当する。その意味でL e f fの d ep en d en cy  r a t e s仮説はj M o d ig l ia n iのライフサイクル仮説に含 

まれる0

K elley and W illia m so n〔36〕は , インドネシアのジョグジャカルタで490世帯のサンプルサ 

一^̂̂；イ （1958/59)を行ない，職 業 別 （傷民，商人 . 職工, 企業家，政府役人，職員，貧金労働者，その他. 

の6 職種)，世帯主年齢階層別，地 域 別 （都市部，農村部）の分i l O 下セ貯蓄と所得を観察した。商人 

と企業家の限界貯蓄性向が最も高く，それぞれ0 .4257と0.3077であった。最小は政府職員の0.0475, 

農民は0 .1 0 7 1 ,平均では0.099であった。平均貯蓄性向は全擦本平時で0 * 0 1 6 ,商人 • 職工が0.075, 

企業家が0 . 0 5 8 ,その他は負であった。農民については，土地所有が大なるほど, 平均 •限界貯蓄性 

向共に増加する傾向がみられた。家評所得及び世错人員規模は，世帯主の年齢に対して放物線状の 

変化を示し，都市世帯の場合40〜49歳がピークで世帯所得1 1 ,3 6 6ドル，世帯人員5 .33人，農村世帯 

の場合50〜59歳で世帯所得4 ,7 2 7ドル， 世帯人員5 .01人であった。 また-^般に農村世帯の方が世帯 

主間での所得の変動が小さい。' 1 人当り所得は40〜49歳を各にして世帯所得とは逆の形状を示す。 

貯蓄は農村!11:帯の場合30〜39歳と50〜59歳をピークとして双塞分布の形状を示す。

貯 蓄 库 ( 5 / F ) は，全世帯平均では，世帯年齢60〜69歳の0.017が最高である。農村世帯では50〜 

59歳の0.056が最高値，都市部では60〜69歳の0.004が唯一の正値で，その他は負であった。限界貯 

蓄性向は世帯主年齢が上昇するにつれて上昇する傾向がみられた。（< ま一22> を参照) 以上から，労 

働期間中の貯蓄比率が高く，若年期間や引退期間の貯蓄率は低いというライフサイクル仮説は，イ 

ンドネシアの場合，厳密には妥当しなことが確認された。 •

4 .4節ライフサイクル仮説S1の消費関数

ライフサイクル仮説を発展途上国の消費関数に適用した研究に，Singh, D rost and K um ar〔69〕 

がある。 オランダ (1950-66) , 力ナダ（1951〜68),西 ド イ ツ （1951〜68)の先進 3 力国と， インド 

(1951〜52, 64〜6 5 )について， A n d o -M o d ig lia iU タイプの消費関数を計測した。しかし，インド 

については，相関も低く，係数の符号条件も理論と異なるものがあり, 統計的有意性も低かった。 

推計結果は <  表一1 6 > に示した。

Landsberger〔43〕は，イスラユ ル （I957〜58, 63〜 64) の貯蓄調奄データを用いて，r資産の限 

界消費性向は世带主年齡が高いはど大きいo J という事実を貝<い出した。 ただし彼は， 臨時所得 

(w indfall in c o m e ,主として賠償金受取り）を資産増加とみなして針測した。 ‘

以上みてきたように，ライフサイクル仮説は国際間のクロスセクシa ン分析には_1ミ好な説明力を

■—— ■ 26(680) . ——
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< 表一16>  S ingh , D rost and Kumar の計測

国 名 «2 «3 だ

カナダ(1951〜60) 0.4989 -0 .0 5 0 0 0.1244 0.8260
(0.1153) (0.0048) (0.0147)

インド(1951/52〜64/65) 1.6270 -0 .2 3 7 0 -0 .0 5 4 1 0.6811
(0.1676) (0.0522) (0.0163)

オランダ(1956〜66) 0.1890 0.3650 0.9051 0.9255
(0.1514) (0.1321) (0.0071)

西 独 (1951〜68) -1 .7 1 8 8 し 3428 0.2686 0.8794
(0.3923) (0.1283) (0.0420)

(注） カッコ内の値は® 準誤差を示す。

計測式̂ = Ĉ i)*+(も）»一 りがぐ〕ル + び

ここでR , = 1 « , >  0 , び0 > 0 が理論値

(も) 》— (も）》は幾何級数減少関数
労 働 所 得 i ? : 雇 用 者 数 C : 消 費 FT:非 人 的 資 産 労 働 力

示すが, 個々の発展途上国に適用した場合，必ずしもあてはまりがよいとは言えない。

年齡が高まるにつれて所得水準が高まるという，所得のライフサイクルが，先進国はど顕著には

みられないのが，発展途上園の特徴である0 とすれぱ，貯蓄のライフサイクル仮説も，原理的に，

根拠の薄いものと言わなけれぱならないであろう。マクロのデャタの上で所得増加率がある程度の

説明力を見せるのは，むしろ，経済全体として所得構造が変化しながら所得水準が上昇した結果を

見ているためであると考えられる。

第 5 ぎ相対所得仮説による貯蓄分析

1970年代に入って発展途上国の消費行動について相対所得仮説の妥当性の検証が行われるように 

なった。相対所得仮説は，周知の通り消費行動の主体間での相互依存性.，および時間に関する非可 

逆性を仮定する。

D u e se n b e r r y〔19〕の原型では，過去の最高所得（F » )を導入して，（C7：n < =  «  + パ 

/ 9 < 0 の取で非可逆性をまわしている。相対所得仮説の変型として以下の3 つのタイプがある。第 

1 はド^̂のかわりに過去の最高消費（C。）を用いるD avis〔15〕のものである。（以下Davis型と略称） 

( C / y ) ( = «  +  /9(y7C：o：h (5 .1 )

第 2 は，Duesenbeirry, Eckstein  and F r o m m 〔20〕（以下D E F型と略称）によるもので，望ま 

しい消費比率と一期前の消費比率の差を調整するように今期の消費を決めるという調整プロセスを 

合む消费関数である。

〔( C / F ) r ( C / 7 》- 0 =  r 〔(C /：̂f - (C 7 iO ^ _ l：]

望ましい消費比率（CVF)*は，（C / F ) f二び+ パ F /F 。) - と仮定してD E F タイプは次のように 

書かれる。

— • 27(681) — -
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(C /iO e ニ《' +  iS '(y /r > )け  r ( C / F )ト r (5 .2 )

第 3 に， y / y o のかわりに y /C ®を用いた Singh  and K u m a r〔70〕 のもの （S K型と略称）が 

ある©

( c / y )，ニ《' + グ  O 7 c o ) « + r / ( c / y ) ト1 ( 5 .3 )

D E F 型およびS K 型における（C y y )ト1 項はいわゆる習慣形成効果（habk formation) の項で 

あるとされている。

発展途上国について相対•所得仮説型の消費関数を計測した研究に， Singh and K u m a r〔7の お  

よび Singh, Drost and K u m a r〔69〕がある。

Singh and K u m a r〔70〕は1951〜 58の時系列データにより，カナダ， フィンランド，ガチマラ , 

ホンジュラス , インド , 日本, フィリピン , スウェーデン , 英国, アメリカについて , Duesenbe- 

r .r y の原型，D a v i s型，D E F 塑，S K 型を比較した。D u e se n b e r yの原型のフィットは良好でな 

い。10ヶ国中，DEF型は 7 ヶ国について，D a v is型は 6 ヶ国， S K型は 3 ヶ国について良好なフィ 

ットを示した。計測された限界消費性向は, カナダ（D a v is型 0.948) , フィンランド（S K 型 0 .896,

(15) Singh and K um ar等による長期限界消費性向の導出は以下通り 

( ■ ) 1 ' =
2. 1 + G )-'F , ,
3. q  ニ Cし 1 = ( 1 + G ) -，C<

G ;可処分所得の長期成長率
4 . 長期消費関数は原点を通る線形である。

0  Duesenberry 型 （原型）
(C /F)/=a+i3(r/Z 0/
(Cダ) /=  « +  iS ( l+ G )……長期限界消費性向 

U) Duesenberry.Eckstein.Fromm與 （DEF 型）
(C'F>= « + タ（F/Fo)<+ r (C/V)ui 

= /8 (1 + G ) + r ( c v r >
(1 一 r ) (c /r ) 'ニ 《 + |8 (i+ G )
( c /りド o  +  i9 ( 1 +  G )〕/ ( 1 一r )……長期限界消費性向 

m ) Davis 聖 （D型）
(C/V)i^a+fi(Y/C^)t

= « + / 5 { c + - ^ |

= « + ^ ( - ^ ) ( l + G )

— 一 /5 (1  +  G )ニ 0

(C/K), ニ- « + t /み 硕 T +  G)〕 長期限界消費性向 

iv ) Singh-Kumar 型 （S K型）

(c/F )/ニ 《 + # (r /c» )'+ r

ニ《 +  r ( ^ ^ ) ,

( 1 — り '一 or 广 バ 1 +  G)ニ 0

(W /  =^(Yzr7)C« + 長期限界消費性向

—— 28 ( ^S2)  —
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D E F M  0 .8 9 5 ) ,ガチマラ（S K  型 0.966, DEF 型 0 . 9 6 7 ) ,ホンジュラス （Davis 型 0 .9 4 1 ,DEF 型 0.949), 

インド （D E F型 0.928, S K 型0.933, D a v is型 0 ‘9 4 1 ) ,スウエーデン （E E F型 0.901) , イギ リ ス （Davis 

塑 0 .989, D E F型 0 .932) , アメリカ （D a v is里 0.939)。ホンジュラス，ガチマラでは習慣形成項が有意 

であった。S in g h  Drost and K u m a r〔69〕はオランダ（1950〜6 6 ) ,西 独 （1951〜6 8 ) . ,カナダ(1951 

〜68) , イ ン ド （1951/52から64/ 65) についてS K 型モデルとその他のモデルを計測して比較した。計 

測式と結果は <  表一17> を 参照されたい。 ，

< 表一17>相対所得仮談の計測結果

rSingh, D rost & Kumar 1

カナダ1951-68

Duesenberry タイプ 1.2101 - .2 5 6 6 ‘6815 ■
(.0885) (.0832)

D a v i sタイプ 1.4121 - .4 1 5 9 .8530
( ‘0709) 60621)

S K タイプ 1.6279 一.4044 -0 .2 4 3 7 .7243
(.2046) (.1118) (.1187)

インド（1951/52-64/65) ■

Duesenberry タイプ 0.9057 0.0243 .2358
(.0639) (.0621)

D E F タイプ 0.8829 0.0252 0.0237 .2340
(.3369) (.0686) (.3217)

オランダ(1950-66)

D a v i sクイプ 1.1637 一0,2515 .9290
(.1011) (0.0782)

D E F タイプ 0.5082 一0.2715 0.7437 .9414
(.1024) (.0800) (.0636)

S K タイプ 0.8011 一0.2383 0.4110 .9378
(.1909) (.0747) (.1220)

西独(195レ68)

Duesenberry クイプ 0.9254 -0 .0 6 9 4 ‘9156.
(.0745) (.0678)

S K タイプ 0.9552 -0 .0 6 8 7 一0,0197 .9155
(.2378) (.2467)

(注） 有意な回帰式だけを掲げた。ただしインドと西独の場合はんf の係数は有意でない。

rSingh & KumaiO

D u esenberryタイプの消費関数（C 'F )£=  « + ル

d B

力 ナ ダ 1.3286 0.3665 0.4706

フィリピン 1.4211 -0 .4 5 0 4 . 0.3672

29(683)
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D* E. F . タイプの消費閣数（c / F h ニ《 +  ク( r / r o ) , +  ( c m ‘

力 ナ ダ  

フィンランド 

ガチマラ 

ホンジュラス

日 本

スウ.ェ一デン 

イギリス

a r Rs
0.7559 -0 .3 9 0 0 .6396 .8477
0.3508 0.0758 .7004 .5052
0.4878 -0 .1 2 1 3 .6272 .3205
0.5417 -0 .1 0 4 5 .5449 .2779
0.1455 -0 .0 3 2 5 .8643 *7976
0.5115 一0.2029 .6709 .6178
0.6326 -0 .5 8 4 0 .9854 .9131

D a v k 夕イプの消費関数（C / y ) ,ニ《 + パ（r /co ) ,

カ ナ ダ 1.3397 -0 .4 0 4 3
ガテマラ 1.1719 一 0.1868
ホンジュラス 1.1200 -0 .1 6 5 3
日 本 1.3212 一0.3571
'フィリピン 1.5187 -0 .5031
スウエーデン 1.1511 -0 .2126
イギリス 1.9148 -0 .8 6 3 8

S K 夕イプの消費関数（C/F) , =  a +   ̂ (F/C。) , +  f  (C/F)

カ ナ ダ 1.1775 -0 .3 6 7 2
フィンランド 0.4429 -0 .0752
ガテマラ 0.6206 一0.1243
ホンジュラス 0.6641 一0.1021
日 本 0.1829 -0.0291
スウ：t 一デン 0.7263 -0 .1 8 2 8
英 国 ’ 1.1563 -0 .5 1 5 6

.8267
.1489
.2213
.6642
.7672
.1989
.8818

.1943 .8313

.6079 .5106
‘4976 .3260
.4219 .2310
.8259 . . 7 9 4 4
.4250 .3391
‘3828 .8832

(Uj所） Singh, Drost & K um ar〔69〕，Singh & Kumar

習償形成仮説は発展段階の差による貯蓄率の差異を説明することに は ， 当面直接の貢献は無いと 

いう認識が多いが，最も重要な研究の方向である。発展途上国の貯蓄行動は，習慎形成•デキンス 

トレーシ3 ン双方の効果が相当程度に作用していると考タられる

第 6 章 貯 蓄 と 資 産

6.1節恒常所得仮説とライフサイクル仮説における資産

蓄と資逾の間には密接な関係があることはよく知られているが，織分析は先進国でも発展途

進んでいない。特に発展途上国では資産デ ー タ は 皆無'
上国でもデ 

に近

タ盤備上の困難があってあ*

30がS力
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理論的に資産（asset, or w ea lth )を陽表的に扱っているのは，恒常所得仮説とライフサイクル仮 

説である。F r ie d m a n の恒常所得仮説では 

CP= k ( ^ o ,  i , w ) F ?

の形式で消費性向の説明要因とされている。彼の理諭では，資産は，

. ^̂ ニ̂(非人的資本) / ( 恒常所得）

として組込まれている。非 人 的 資 本 比 率 が 高 ま る と ，将来に対する準傭
(16)

性は低下し，恒常消費は増加すると期待されている。

(reserves) の必要

(6.1)
I

Johnson & C h iu 〔35〕は

C o ^ h + b i Y i  + Wt  

CCe ；経常消費， F t ; トレンド所得， W  ；資産）

のような，資産W■を含む恒常所得型モデルを提示したが実測はしていない。 Gupta C 28]は,イン 

ドにっいて次のような，資産を含むモデルを計測した。

C/ATニ《 + みF  +  c C -i+  r f ( 4 ^ )  +  eTゲー1 (6 .2 )

U P / P  ；物価上昇率， ；資産保有額，C/N  ；1 人ぎり家計消費，Y  ；家計所得）

計測結果は次の通りであった。

C /iV =2 8 .1744 +  0,86355 F  +  0.0495 C_i 
(28.5795) (0.11958) (0.1242)

+ 0 . 1 9 7 6 4 ( D —0.097251 V K - i , がニ 0*908 
(0.1957) (0.0401)

(力ッコ内は標準誤差を示す）

ライスサイクル仮説では，前述の通り， .

S 1 = び Y  t 一 <5PFf—1

の形で，資産が組込まれ，貯蓄に対して負の効果をもっと期待されている。

また, M o d ig lia n i〔60〕のライプサイクル，モデルでは，資産調盤仮定 

St  = W t - W t ^ i

と定常成長仮定

r パ 1 +  /O K  ト I 

を代入して，資産所得比率は

ニ ■glム ^ ハ)  (6 .3 )

となり，VK/Fは /> (成長率）の減少関数とされている。これはS /K が/?の増加関数となることと对

(16) Friedm an〔22：), p . 16 参照◊
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照的である。また，所得がトレンドの周りを周期的 •変化する場合は，

ニ /7 — — (6 .4 )

となる。 a 二び（̂1 .+ :；̂ である。 資産比率は《の周りを反周期的（counter cyclicaりな動きをする

と考えられる。（M odigliani〔6の P .I78) 。彼によれぱ， 資産保有の目的は消費の安定化であり， 

所得変動による貯蓄の短期的恋動を中和する方向に作用すると解される。M o d ig l ia n iの計測では 

1900〜58年のアメリ力の資産比率（W /Y 7の平均は4 .62であった。

前出の Singh, D rost and K u m a r〔69〕によるライフサイクル仮説め消費関数のインドにおけ 

る計測では， 資産の限界消費性向が負 ( -0 .0 5 4 1 )になることが報告されている。 これは G upta 

〔28；)のインドの計測で前期資産の係数が負であったととと符合する。しかし，彼等の用いた資産デ 

ータは，再生産可能な有形資産（tangible w e a l t h )と土地および貴金属のストツ ク価額をとっては 

いるが，その精度に疑問が残る（Singh, Drost and Kumar op. cit., p. 2" ) 。L a n d sb e r g e r〔43〕は , 

資産データの代用として臨時所得（w indfall in c o m e )を用いた。

K elley and W il l ia m s o n 〔36〕 が用いたジョグジャカルタの490世帯の家計調までは， 土地所 

有面積が大きい家計はど平均貯蓄性向と限界貯蓄性向が高いという事実が観察された。土地所有階 

層別限界貯蓄性向は0.1122から0.1433まで，平均貯蓄性向は0.0008から0.0310まで増加している。

6 .2節 資産ストック調整モデル

貯蓄理論に資産を組み込むもう一 つ̂の系譜として資産ストック調整モデルがある。このタイプの 

貯蓄理論は最終的な計測に際し，資産データを用いないのが特徴である。

Friend & T a u b m a n〔24〕は

W f-i+ X f +  a  (^Wf — Wf—i) (6 .5 )

(T T ;資産，W * ;望ましい資産, Z ; キャピタルゲイン，び> 0 )

という資産調整関係を想定する。

更に，望ましい資産O F* ) は

W t - k i Y f J i  ( 6 .6 )

( Y f J i ； t ~ 1 期に予想される t 期の正常所得）

と想定する。貯蓄と資産の定義式にこれらの想定された関係式を代入すると，IE常所得からの貯蓄 

関数として次式が得られる。

-= a k iY i L \ -a W t - . i  (6 .7 )

更に变動所得（1"りの貯蓄を

- —- 3 2 ( 6 8 6 ) ------
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S f ^ k ^ Y T  ( 6 .8 )

と想定すると，全体の貯蓄は次式で表わされる。

S i —a k i Y  f J i—ocW t-i +  k z Y f  ( 6 .9 )

記号を整理して，その他の要因としての定数項を認めると

{ニ み r グ ト 1 (但し， Fヴは， i T i の一定倍） （6 ‘10) 

となる。貯蓄増加は

J S t  = a ^ + b J Y f + c ^ Y f  -  dA W t-i  (6 .1 1 )

となる。直接には資座*の デ ー タ を 用 い る こ と を さ け る 為 に を 仮 定 す る と ，

A St dYf ^  + c ^ Y f  +  d S t ^ i  (6 .1 2 )

となる。S ト1 の 係 数 は 元 来 レ -1 の係数である。資産ストック調整仮説では， /期の望ましい資 

産が《一 1 期の資産より小さい場合は《期の貯蓄を減らす方向に調整されると考えるから係数ゴは 

負であると想定される。

彼等は Y N A S の22ケ国ひ 9 5 2 〜6 0 年）のクロスセクシ3 ンデータで計測した。3 .2節で紹介した 

通り， 正 常 所 得 の 測 定 は 3 年移動平均， トレンドの2 種類を試みた。 ゴは有意な食の値， 

一0.072 ( 3 年移動平均のケース），- 0 .0 9 8  ( トレンドのケース）で , モデルの要請を満たした。計測は 

2 2 ケ国の時系列をプールして行われた。

( み一 5 ト3 ) =  1 . 5 + 0 . 0 6 2 ( F t - F f - 3 )  +  0 . 3 1 8 ( Z f - X ト0 —0 . 0721( W - i -  W - 0
(2 .7) (0.081) (0.091) (0.0211)

が =  0.356

(S \  一 S t - s ) = 0 .4 + 0 .1 5 3 (F f  — Y t - s )  +  0 . 28 0 (f*  一 f  ト3 ) _  0 ,098(fF_i 一 VF-i)
(3 .0 ) (0.071) (0.098) (0.028)

' がニ0.309 ( 力ッコ内は標準誤差を示す）

但しズ f = マ（Y" t~i +  Y ト2) , はのタイムトレンドである。

S w a m y 〔74〕は，同様の貯蓄モデルを計測した。基本的な貯蓄関数として次式を想定した 

St-^^a^-^Wt +  TYt  (6 .13 )

( 々< 0 , 資産，F ; 個人可処分所得）

また

S t  一S t - i  ニ t 一 i - \ )  +  t  ( y *I 一 Y f一 1) ( 6 .1 4 )

と 一 H V iから次式が導かれる。

S t —a i S t - i + ^ i ^ Y t + U t  ( 6 ,1 5 )

( び1 = 丁^ 可, =  , U ; 誤差項）

—— 33 (紹ダ） ——
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彼は，各国の時系列データ（Y N A S1950 〜 64) で，国別に（6 * 1 5 )式を計測した。（6.15) 式の計

測結果は割愛するが，計測された係数から， ニ て の 関 係 を 用 い て ，資産0 貯蓄効果#を計算 

するとく表一1 8 > のようになる。

S w a m y においても負の資産効東が確認できる。 ‘

< 表一18> S w a m yによる資産の貯ぎ効果の計測

国 名 タ の 値

オーストラリア 一0.163
ォーストDァ - 0 .4 7 3

メレ神̂ - 1 .1 4 1
ビ ル マ 一0.312

，’ カ ナ ダ - - 0 .0 9 1
チ リ - 0 .4 2 9
エクアドル 一0 . 302
フィンランド - 0 .2 4 8
フランス - 0 .0 5 3
西ドィッ 一0.070
ホンジュラス - 0 .0 5 7
アイルランド - 0 .0 5 7
ジャマイ力 - 0 .1 9 8
日 本 - 0 .0 0 7
オランダ - 0 . 1 2 4
スクエーデン 一0,126
ス イ ス 一0.014
イギリス - 0 ,1 4 4
アメリカ 一0,034
世 界 一0.203

(出所） S w a m y〔74〕T a b le 1 から計算 
(注） i5の算出方法：

•S'ニ a Ât-\-yYi 
St = a\St.\-\r^\^Y fVtit

/5

R a m a n a th a n 〔66〕〔67〕はストック調整モデルに資産と所得の交互効果を導入した2 通り.のそ 

デルを計測した0

•S ニび 0 + びiK キ+  «2 び  一 F * ) + び 3l^ + び (6 .1 4 )

び3 <  0 , め >  0

ぶ ニ A)+/5il^* + 爲 一  K*) +  /33(H  ̂— H^*) + ル — +  (6 .1 5 )

馬< 0 ,  A > 0

彼は1959；̂|̂ *のインドの家計貯蓄調査を用いて職業別クロスセクションで（6 . 1 4 ) と （6 .1 5) をき 

測した。結果はそれぞれ

""— 34(^^5) - —

■mM
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5  =  -4 1 4 .8 + 0 .1 1  F  +  0 .08F *-0 .034P K  +  0 .2 8 x l0 - W r  i?2 =  0.20
( - 4 . 4 )  (3 .0) (3.8) ( - 3 . 6 )  (2.7)

( ) 内は t  値，（R am anathan〔66〕 )

•5 =  5 9 .2 + 0 .1 2  y ■—O .lO F *—0 ,0 1 7 O y - W ^ * )+ 0 .2 2 x l (H a K - l^ * )y
(1 .0) (3 .0) ( - 3 . 1 )  ( - 2 . 4 )  (2 .1 )

ニ0.19. ( ) 内は Mii, (R am an ath an〔67〕）

ただしy * は修正恒常所得（3,3節参照）lyは資産保有額， と同じ方法で計測した擬似資

産額である。

■ O V - W * ' ) 及びの係数は理論通り食であるが係数値は S w a m y〔74〕， Friend & Taubman 

〔24〕の計測の各国の計測値より低目の値が測られている。

資産ストックの情報は，経済発展の分析にとって最もm 要なものであるにも拘らず，発展途上国 

すは資産ストックの情報が決定的に欠如している。その為，マクロ的にもミクロ的にも資廣仮’謝の 

検証には，直接には資産ストックデータを用いない工夫が採られている0 しかし，今，必要なごと 

は，そのような理論の逃げ口を探すことではなく，資産ストックそのものの情報を蓄糧して行くど '

.とであるように思われる。

. . - .  . - ， ■ ' , - ■ .

第 7 章 国別•要因別にみた貯蓄分析  '
. .

前享までで，経済発展過程下の貯蓄分析の中心となった理論仮説を展望した。本享では,これら 

の仮説を用いて行われた貯蓄分析を国別に展望して貯蓄パターンの比較を行う。また,従来の研究 

の中で確認されて来た貯蓄率決定耍因を改めて整理する。最後に，従来の貯蓄分析を, 長期分析， 

短期分析，都 市 ♦農村，時系列 • クロスセクション等の性格r よって再整理する。

7.1節国別の貯蓄分析

発展途上国の貯蓄分析を，理論仮説の実証的研究を重視しながら，主に国際比較研究を中心とし 

てとりあげて来た。以下では次の視点に立って再整理をする。

1 ) 国別, 地域別の貯蓄率（平均，及び限界貯蓄性向）には類似性があもか。

2 ) 各国の貯蓄率の時系列的パターンはどのように変化するか。

2 ) 発展途上国のうち本格的工業化段階に入りつつある中進圉(NICs) ではどのような傾向がみ 

られるか。

以下では，①アジア，②中南米，③アフリカ，④中東， ⑥ 3 — 口ッパの5 地域に大別レて展望す 

る◊ その際，できるだけ多くの国について研究例をみる為に，第 6 章までで极わなかった研究例も 

引用する。我々チ走では，マクロり資金循還のうち国内貯蓄とは別に，国際資本移励についての

— dS(689) -一一̂
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研究は稿を改めて展望する予定であるが，それらの研究の中で本稿に関連するものは，若干引用す 

るな我々の整理の結果は，力、なりの量にのぽるので，< 表一2 2 > に一括して]i 理した。く表一 22>  

にみられる所見を要約すれぱ，以下の如くである。

第 1 に，アジア諸国の限界貯蓄性向は， 1950ギ代から70年代にかけて， .台湾•フィリピンは0 ,2  

lI'J後， インド， インドネシアは0*1 である。 アジア6 ケ国のプ- •ル ，デ* -タによる限界貯蓄性向 

(W illia m so n ,限界貯蓄性向ニ0‘2) と比べると，インド， インドネシアは限界貯蓄性向が低い国であ 

ることがわがる。韓国の農村部では， 1970年以後平均貯蓄性向の急上昇がみられ， 0 . 3 を超える高 

率に達してい る （A d a m s〔n ) o また例外的に眼界貯蓄性向の高い国としてインド0 .3〜0 .5  (Gupta 

〔27〕），ベトナム0 .6  (W illia m so n〔80〕）があげられる。

中南米諸国の眼界貯蓄性向は平均的には，0 ‘1を若干上まわる。 M ik e s e l l& Z in s e r〔56〕のラ 

チンアメリカ（1950〜64)各国の許測でも平均が0 .1 3 4であった。限界貯蓄性向が平均より高い国は 

ウルグァイ（0 . 6 8 ) ,プエルトルコ（0 . 2 5 ) ,ペ ル ー （0 ,2 2 )である。平均貯蓄性向の計測はLandau 

ift■測のみであるか， その中で高い国はベネズエラ（0.25),キュ V - バ （0.18) で，低い国はハイチ  

( 0 .0 4 ) ,ボリビア（0 .0 6 )である。

アフリ力および中東の研究は多く，く表一22>に引用した数倍の研究例があるが本章では割愛 

した。 アフリカ（Suckling〔73〕）の限界貯蓄性向は0.44 (眼界消費性向から逆算した値)レガーナ

(W eisskopf〔79〕）の限界貯蓄性向は0 .2 2 である。 中東では，イスラ; •ルの限界貯蓄性向は0.13^ 

(W eisskopf〔79：) ) 力♦、報告されている。

ヨーロッパの発展途上国の限界貯蓄性向は，アイルランド0 .3 前後，マルタ0 .3  (Johnson & Chiu 

〔35〕)，ポルトガル0.28 (W e issk o p f〔79〕)， トルコ（0 . 1 1 ) という比較的大きい値が報告されているひ 

以上见たように5 大地域内の各■ の貯蓄率には類似性があるように見えるが，断定はし難い。 

次に，発展途上国群のうち，経済成長を開始した中進国の貯蓄率を <  表一2 2 > についてみると限. 

界貯蓄性向の値は様々である。台 湾 （0,23, W illia m so n〔8 0 ) ) ,アイルランド（0.30,, Jonson & Chiu, 

〔35〕）では高率の限界貯蓄性向が，またブラジル(0 .15, L e ff〔47〕)，メキシコ（0.13 W e is sk o p f〔ア9〕） 

ては低'杀の跟界貯性向か報告されている。 韓 国 （A d a m s〔1〕）と台湾（W illia m so n〔SO〕）では平­

均貯蓄性向の上昇 (0.1〜0 .3) が報告されている。 { aし， これら中進国分;Trの大部分は, 成長開始. 

以前の60年代までのものであって，工業成長が本格化した70年以後の研究例は少なぃ。

7 ,2節貯蓄の説明要因

従来の研究で明らかになった国内貯蓄 ( S ,  S / Y ,  A S ) の説明喪因には, 所得関係では，②経常 

所得，③所得增分（J F ) , ③所得の成長率（J F / F ) ,④恒常所得と変®;所得，⑥相対所得，⑥資座 

等がある。副次的耍因として，⑦物価水準 ( P ) 又は物価上昇率 ( J P / P ) , ⑧利子率，⑨ 人 口 （デ.

—— 36(690) -  -
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モグラブィク耍因）等がある。これら喪因の一*覧表は< 表ー2 1 > である6 

貯蓄の決定要因として1 人当り所得水準をま持するのは， K uznets 〔40〕， Johnson & Chiu  

〔れ；) である。 恒# 所得を支持するのは， Friend & T a u b m a n 〔24〕，R a m a n a th a n〔67〕等で 

ある。ただし，W illia m so n〔80〕，G u p ta 〔27〕は 1 人当り所傳水準と恒常所得の商方を検討し， 

恒常所得にその說明力があることを主張している。所得の成長率を支持するのは，M odigliani〔61〕 

を擎碩とするライフサイクル仮説の立場をとる人々である。 中でも L e f f〔48〕は， 所得の成長率 

よりも人 口 要因 . （dependency, rates).に重点を置く。S if ig h 〔71〕は 1 人当り所得水準’所得の成長 

率等の様々の要因は相互に排他的又は代替的なものでなく，総合的に取り入れられるべき補完的な 

要因だと主張している。

資産の貯蓄に与える効果は，ス トツク調整機能により負であるという見方が多い（S w a m y〔ア4), 

R am an ath an〔66〕「67〕，Friend and T a u b m a n〔24〕)。ライフサイクル仮説では， （資® ) / ( 所得）比 

率は所得成長率の減少関数であるという意味で，貯蓄に負の効果を与免る経路も考えられている。‘

狗価水準（又は物価上昇率）や利子率は，単独で貯蓄を説明するというよりも，所得項と共に独立 

変数とかる。 W illia m so n〔80〕は， フィリピンと日本では， インフレ率は個人貯蓄に対して有意 

なIEめ効果を示す。一方物価水準は，フィリピンでは正の効果を， ビルツ及び日本では負の効果を 

示す。

D iw a n 〔17〕のインド a 950〜62) の研究では，卸売物価水準の上昇は， 都市家計貯蓄に食の効 

平を与るインドについては他に G u p ta〔27〕〔28〕があるが，物価水準は個人貯蓄，総貯蓄， 

都市部門貯蓄，金融資産，及び英物資摩に対し貪の効果をもたらす。一*方 T h ir lw a liび6〕の先進 

国，発展途上国61ケ国の計測では，インフレ率は，国内貯蓄比率に正の効果を示すが，ラチンアメ

< 表一 19 > 利子率と貯蓄

( 1 ) W i l l i a m s o nの計測結果 

台 湾 - S ニー16.96 + 0 .26 Y 0 .12^ r — -p- j

プィリピン S

本 S

(6.07) (0.06) (0.10)

-27.45 +  0 .30  7 d - 0 . 4 6 ( r  -  - - )
(10.12) (0.10) (0.26)

27.22 -  0 ,76^ r - ギ ) + 0 .3 0  r ^  +  0.64

(4.54) (0.25) (0.02) (0.25)

( 2 )  G uptaのft■測結果
イ ン ド  S = -9 4 .3 9 + 0 ‘37Kd + 3 .79^/g  

(0.13) (2‘03)
. ィ ン ド  S ニ ，一94. 9 8 + 0 . 39 Y ぱ+ 4 .9 3  vs  

(0.14) (2.98)

0.62

0.50

0.97

0.70

0.68

(注） Y < i i 1人当り可処分所得， 5恒常所得， •変動所得，

■ /Vど；長期政府偵券利子率，グ非銀行貯蓄放金利子率，力 

(出所〉 W illiam son〔80〕，G u p ta〔27〕

— ^ 7 ( 6 0 1 ) . ■

利子率，^  5物価上昇率， 

，内は標準誤差を示す0
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ン ド  S p  ニ 6 .8 5 + 0 .1 9 r t f - 0 .9 1 P - 0 . 9 2 P .
(1.71) (0.02) (0.42) (0.40)

ン ド  S p =  5 .0 3 + 0 .1 3 r d -1 .2 4 P + 0 .4 0 5 _  
(32.19) (0.04) (0.38) (0.19)

m い’'
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I

t |I

l：i

r三m学会雑誌j 73巻5 号 （1980ね o m  

リカとアフリカではの効果を与先るとされる（く表一20 > 参照)。

くま一20 > 物価水準（又はインフレ串）と貯蓄

( 1 ) Williahisort の計測

フ ィリピン 0  ニ= ~ 1 6 .7 6  +  0 . 4 0 J P + 0 . 1 7 r ^  +  0 .97 r* '
(9.12) (0.19) (0.09) (0.41)

日 本 S ニ: 28. 31 +  0 ‘4 6 F d + 0 .9 3 z J P -- 1 . 0 3 P
(6.88) (0.03) . (0.16) (0.13)

ビ ル マ ぶニ: 2 2 . 1 2 + 0 . 1 8 r d + 0 . 0 7 z / P -- 0 . 2 6 P
(11.27) (0.06) (0.08) (0.10)

(か)
0.79

0.99

0.66

0.84

0,83

( 3 )  G u p t aの計測

イ ン ド  S  =  -8 7 1 .8 1 + 0 .1 8 r d -5 .3 0 P + 0 .0 4 S _ i  
- (0.54) (2.23) (0.02)

イ ン ド  5  = — 1 2 6 1 .7 + 0 .2 4 y t i-5 .4 5 P + 1 .1 7 d P
(0.05) (2.99) (6.18)

( 4 )  G u p t aの計測

イ ン ド  S i  ニ  8 7 L 8 + 0 . 1 8 r d / - 5 . 3 0 P f  +  0 .0 4 5 f_ i
(0.05) (2‘23) (0.02)

イ ン ド  S< = - l2 6 1 .7  +  0 .2 4 r r f f -5 .4 2 i^  +  1.17iii^
(0.Q5) (2.99) (6.18)

( 5 )  T hirlw all'の計測

5 / 7  =  16 .45 -h 0 .24 (JP /P )
(0.47)

S /r  = 11.86 + 0 .70(^iv/rA ')+0.11(iP /i")+0.00(F /A O
り (0,42) (0,00)

s / r = 16.19- ] L 5 9 (4 r ,r ) -o ‘39(Ji7P)+o‘o2(r/Ao
(0.59) (0.13) (0.01)

5/y  ニ 10 .43-1 .14(jr；y/Fat)-0.26U /V P)+0.019(17 が）
(0.48) (0.10) (0.00)

5 / r  =  - 1 .0 4 + 1 .7 4 ( j r / K ) - 0 .1 7 ( i j P / P ) + 0 . 0 6 ( r / A ^ )
(1.5り （0.72) (0.03)

61ヶ国 

61ケ国

ラチン•アメリ力 

ラチン，アメリカ 

アフリカ

0.93

0.89

0.93

0.89

0.00

0.30

0,53

0.49

0,60

(注）Vd ；1人当り可勉分所得，ダ？；恒常所得，f t ; 変動所得，厂 ; 物価水準，が ；物価増(減)分, 
•S> ; 個人貯蓄，タパ；1人当り所得，カッコめは標準誤差を示す„

利子率が貯蓄に与える効果ははっきりしない。 W illia m so n〔80〕の台湾，フィリピン， 日本に 

ついてのrl.測で，樊質利子择ぶの上昇は個人貯蓄に有意な負の効果を示した。インドでは負の効果を 

示すが有意ではない0 

G u p ta 〔27〕のインドについての計測では，樊質利子準（長期政府债券及び非銀行部門貯蓄預金実質 

利子率）は個人貯蓄に正の効果を示した（く表--19> を参照)。 

所得分配が貯蓄に与える効果の研究は，機能的所得分配からの接近と，所得分布の不平等度から 

の接近の二通りがある。H o u th a k k erや W n iia m s o n 等の研究者達は，所得を貧金所得;^非货金
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所 得

経常所得

H o u th a k k er〔34〕 
K elley  & W illiam son  
W illiam son  
Johnson & Chiu 
L e f f〔47〕
G u p ta〔27〕

般 部

貯 菩 比 率 ( S /F )

K u z n e ts〔39〕

L e f f〔48〕 
G u p ta〔31〕 
A d a m s〔 2 〕

貯 蓄 増 分 （

恒常，所得

相対所得

所 得 分 配

所 得 増 分

所 得 成 長 率

Friend & Taubman  
W illiam son  
Betancoui•ド 
R am an ath an〔.66〕〔67〕 
Singh & Drost*
Singh, Drost & Kumar* 
V a k i l*〔77〕
Laumas & Laumas* 
Leff & Sato 
M usgrove*〔63〕，Bhalla*

H o u th a k k er〔34〕 
W illiam son

Swam y  
Leff & Sato

Singh & Kumar* 
Singh, Drost & Kumar*

Della V eila  & Oguchi* 
Lim
M u sg r o v e〔64〕*

Landau
Chenery & Syrquin 
Singh

H o u th a k k er〔34〕 
L e f f〔48〕 
M odigliani 
G u p ta〔31〕 
Adams C2')  
T h irlw all 
Singh '

H ou th ak k er〔34〕， 
Friend & Taubman 
W illiam son

I

め

所得に分割して貯蓄に回掃させると，後者の限界貯蓄性向の方が前者のそれよりも大きいと主張す 

る。第 2 の研究では，二つの相反する实誰結果が得られている。一つは，不平等度が高まると（ジ 

ュー係数の上昇）消費性向が上昇（貯蓄性向が低下）するというB l i n d e r 〔8 〕等がある。他方には， 

不平等度が高まると，消費、性向は低下（貯蓄率は上昇）するとするL im  C52D (先進国I2力国,発展途 

上国52力国のクロスセクシg ン）等の主張がある。

D ella  V ella & O g u c h i〔16〕は，先進® と発展途上国を合わせて計測すると，B lin d e rの主張

く表- 2 1 >  ほ蓄決定要因の分類  ぃ印は消費）
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物 価 水 準  

又は 

物価上昇率

W illiam son  
Diwan  
G u p ta〔27〕 
G u p ta *〔28〕 
G u p ta〔32〕

Thirl wall

利 子 率 W illiam son  
Gupta C273 C29)

資 産

Ando & M odigliani*  
Swam y  
G u p ta *〔28〕 
R am an ath an〔66〕〔67〕

M o d ig lia n i〔60〕 
M o d ig lia n i〔61)

Friend & Taubman

人 ロ

K elley  & W illiam son  
Landsberger*

L e f f〔48〕
M o d ig lia n i〔6]Q 
G u p ta〔31〕
A d a m s〔 2 〕

Singh, Drost & Kumar*

が妥当し , O E C D 1 0ケ国のみについては，L i m の主張が妥当するという結果を報告して従来の主  

き長を益々混池とさせている。

7 . 3節その他の視点からの整理  ...

貯善分析の基本 的 な 視 点 と し て ， 1 ) 長期 分 析 と 短 期 分 析 ， 2 ) 時 系 列 分 析 と ク ロスセクシg ン 

分 折 ， 3 ) 部 門 別 分 析 （例えぱ産業別，都市一農村別）等 が あ る 。

長 期 と 短 期 の 貯 蓄 パ タ ー ン を ， 明 確 に 区 別 し た 研究として三つの系譜がある。第 1 は， H o u th a -  

k k e r と W il l ia m s o n が 用いた方法で，平 均 値 か らの偏差を短期の関係と考えるものである。 長期 

につ い て は ， H o u t h a k k e r は時系列 の 平 均 値 そ の も の を ， W ill ia m s o r iは国際平均からの偏差を  

長期の 関 係 と 考 え た 。 この手法による計測では，すべて短期の限界貯蓄性向が長期の限界貯蓄性向  

を 上 廻 る という経験法則が得られている。 第 2 に， S w a m y は貯蓄を資廣ストックの調整の結果生  

じるものとみなしながら，幾 つ か の 仮 定 に よ っ て ，資産ストックを陽表的に含まない形の-励学化を 

行 い ， よく知られている長期の貯蓄関数を導出した。彼 は ， この貯蓄関数を各国の時系列データに  

適用して発展段階の異なる如何なる国にもとの二つの関数がプィットすることを指摘しナ 2 こ〉第 3 に， 

恒 常 所 得 仮 説 に ラ グ 分 布 を ]^；用 し て ，長 期 の 服 界貯蓄性向と短期の限界貯蓄性向を区別するものが  

ある。 G u p U の評測では，短期の服界貯蓄性向の方が大 き い 値 を 示 す こ と が 確 認 さ れ た 。

一*般 に 長 期 と 短 期 の 貯 蓄 バ タ ー ン の 時 系 列 と ク ロ ス セ ク シ g ンの分析ははは*同じ結果を示すもの 

と考えられている。 国 際 ク ロ ス セ ク シ g ン分析は長期分析に，.時系列分析は短期分析に対応するも

注 （1 7 ) 詳しくは祐e 享第2 節を参照のとと。
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m m を 展 と 貯蓄

のとすれぱ，貯蓄を説明する譜変数の効果は時系列および短期分析のものが大きいと考えられる。 

この点について，Chenery & S y r q u in 〔13〕は，® 別時系列分析を短期分析と解釈し直接的所得効 

果が測られると考える。一"方，国際クロスセクシg ン分析を間接的所得効果（産業構造，ま用構造， 

賀易構造の変化による効果）を合む長期分析と解釈し，直接的所得効果が弱められた大きさが測られ 

ると考えている。この'二つの考えから短期計測の方が長期計測より高い限界貯蓄性向が計測される 

とL ている。

しかし，注意すべきは，国際クロスセクションは発展段階と国情の違いによる貯蓄率を示すもの 

であって，一国の経済発展と共に貯蓄率が変化する様子は，国別時系列分析によって得られる長期 

傾向が一番重要な情報である6 ,

最後に，経済発展との開係で重要なものに部門別の貯蓄分析がある。産業構造の変化との関係は 

さらに重-要であるが，♦のところ研究例は皆無に近い0 都市部門と農村部門の貯蓄率の研究は，イ 

ン ドのヶースが多い。 G u p ta〔29〕によれぱ，都市部門の限界貯蓄性向0 ,3 8 7 ,農村部門の限界貯蓄 

性向0.030が観察されている。 Kelley & W illiam son〔36〕は，インドネシアについて，平均貯蓄 

性向でこの傾向と反対の観察結果を得ている0 また，農村部門だけについて，恒常所得仮説の適用 

可能性を研究したものに，G u p ta〔29〕のインドの研究，Krishina & R aychandhuri〔37〕のイ 

ンドの研究，B h a lla〔7〕のインド，M usgrove r63〕.のラテンアメリ.力の地方都市の究があるo 

これらの研究は， 大部分農村部門には恒常所得仮説がよくあてはまると述べている。 G u p ta〔29〕 

だけは，インドにはこの仮説があてはまらないと報告している。 ま た A d a m s〔1〕は， 韓国の農 

村部門の平均貯蓄性向が上昇しつつある事実を確認した。

' 結 語

私達の展望の結果を手短かに要約することは難しいが，少なくとも以下のようにg うことができ 

る0

1 ) 貯蓄率は，発展途上国では時系列的所得増加と共に増加する傾向が見られる。

2 ) 国際クロスセクションでは，貯蓄率と所得水準の問には正の関係が認められる。しかし，そ 

の関係は確定的なものとは言い難い。

を展途上国の貯蓄性向については次の諸点が判明した。

3 ) 発展途上国の貯蓄関数は，所得水準以外の要因（成長率，労働人口の構造，資産，利子率）を付 

加しても，はとんど説明力をあげることはできない。発展段階が進むにつれてこれらの耍因が 

説明力を持つようになるという傾向についての研究は今の所皆無である。

4 ) 発展途上® の貯蓄率は，先進国に比べて必ずしも低いとは言い切れない。
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•other wage 
age 2 0 -2 9  

3 0 -3 9  
4 0 -4 9  
5 0 -5 9  
60—69

theory

Yh
♦farmer
•trader & Craftsman 
•ownor of b u sin ess . 
-government employee

country
saving rate 

APS MPS

Malaysia (mid 60s)

K elley & WilHa!i、son.

Johnson & Chiu

Singh Sc Kumar 
Singh & Di'ost 
W eisskopf 
Loff & Sato 
Chenery & Syrquin

W illiamson

Leff & Sato 
Chenory & Syrquin 
Adams

Taiwan

ASIA
Korea

rural household 
•farm operator 
& fisharmon

* rural emp,
•mixed opo, & employee
• rural bus inc33 man

Adams

Indonesia 1958 /59

Phihppmc 1950-61
1950-64

1951—68
1951-68  
1953-62
1952-69  
1950-70

Y<!
YP
log(GDP/N) 
farm household

farm household

GNP 
dummy 1 
dummy 2

Adams

喂?お;（Kmmbe)

studied by data & variab les

42(696)

廉jjWMTOfciigiMiiiiMWWiWjMfe爐wsai爛淑iiMmui糖腿tuaasa教 i■，，.，.パ，'iliSi

Viet Nam 1960-64 W illiamson yp®
Y<J

Thailand 1950— ク 0 0.19 Chenery & Syi'quin Iog(G DP/N)

<表一22> 国別の貯蓄率
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t h e o r y

cou'.itry

India 1919-CO
1929-GO

1950/51—GO/61

1950-6S  
1950/51-GO/61

1950/51-60/61

1950-65
1950/51-65 /66

I951/52-V-64/65

1952-65
1959-65

19G6/T67

1 967 /68

1968 /69

19 6 9 /7 0

1950/51-73/74

Swainy 
Musgrove ' 
Chenery & Syrquin

IIoiKUi ras 1950 一 64
1950-70
1951-68  

5 1 -6 8

5 3 -6 6

CENTRAL & SOUTH 
AMERICA 

Mexico 1953-66  
1950-70

0.05̂  
0.14  

5
0.16

-0 .0 1 5
5

一 0- 017

0.13 
0. 06

Ja わ mica 1950-61 0.13  
0.19

Puerto Rico 1953 — 6(3 
1950-70

43 が97)

(continued)

W- 1,しR 
rural
Iog(GDP/N)

Ecuador 1950—64 -0. 30 
0.90'

Venezuela 1950—70 -0.09

studied by

VakilC78]
Laumas & Latimas

Gupta(293 

Gupta (28)

Singh &KiuMr 
Choudhuty

GuplaC27)

W eisskopf
Gupta

Siiigh,D rost & Kumar

Singh & Drost 
VakilC77)

Ada ms

Krishina & 
Raychaudhuri

Blialk

Ramanathan

W eisskopf 
Chonory & Syrquin

data & variables

Y

X》
Y T

V ' . A H  I n d i a  

； r u r a l  

u r b a n  

Y \ L R

A P / P  , ............

W -i 
A P / P , W  - 1

Yd,し R ，
Y ^ . o v o r a l l  

r u r a l  

u r b a n
yp
Y T

G P P

L /E
W / Y

Ŷ , m/du* . 

Y P , a l l  I n d i a  , 

r u r a l  

Urban
P u n j a b  

L u d h i a n a  

H i s s a r  

L u d h i a n a  

H i s s a r  

L u d h i a n a  

H i s s a r  

L u b h i a n a  

I L s s a r  

r u r a l  i i i c o i n e / Y * " )

YシYP 
YT

Y \ Y P . r u r a l  

y f t ,  e m p l o y e r ,  a g e

Yで

W—W，
W* ;clisirc(I W

GDP
log{GDP/N)

Johnson & Chiu

W eisskopf 
Chenery & Syrquin 
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APS MPS

theory

A R P L 
I 1 I C 
H H H H

data studied by data & variab les

Peru 1950—70 
6 7 -6 9

- 0 .1 0  
0.78*

X
X

T
C

Chenery & Syrquin 
Musgrove

log(G D P/N )
rural

Costa Rica 1952—69 0.13 X T L eff & Sato YP

Colombia 1967—69 
53—66 
50—70,

0.88*  
0.12  
0.15

X
X

X C
T
T

Musgrove
W eisskopf . 
C henery& Syrquin

rural

Iog(G D P/N )
B razil 1940—60 

4 7 -6 0  
5 2 -6 9  
5 0 -7 0

0.15  
0 .16  
0.19  
0.06

X
X

X
X

T
T
T
T

Leff

Leff & Sato 
Chenery & Syrquin

Y - i

log(G D P /N》

Uruguay 1955 — 64 0 ‘ 68 X T W eisskopf GDP
Argentina 1950—70 0.10 X T Chenery & Syrqum log(G D P；N)

Chile . 1 9 5 0 - 6 4  
1964

- 0 ,4 3

0.91* 
0,91* 
0.91*  
0.93*

0.91*  
0.91*  
0. 91* 
0. 92*

X
T
C

Swamy
Betancourt

W -\L R  
YP .urban 
•p er.in c.
•education  
•occup, status 
•occupation 
Y**,r«ral.
• p e r jn c , ‘ 
•education  
•occup. status 
•occupation

AFRICA
Ethiopia

o.n
i

0.14

Adams

Ghana 1955-65 0 .20 X T W eisskopf GDP
ZamWa りate 1960s) 0 .3 Adams

South A frical950—70 

57—72

0.09  

a5£>*

X

X

T

T

Chenery 
& Syrquin 

Suckling

log(G D P/N )

GDP
Israel' 1918-34

53—64
6 2 -6 0

0,07*  
0,22*  
0.13  
0.12

X
X

X C

T
T

i,andsberger

W eisskopf , 
Leff & Sato

windfall income 
age 18—34 . 

3 5 -4 1
GDP
YP

EUROPE
Greece 1950 -7 0 0,13 X T Chenery & Syrquin log(G D lV N )
Ireland 1950—61

5 0 -6 4
5 0 -7 0

0. 29 
0. 31 

—0.06  
a 17

X
X

X

T
T
T
T

Johnson & Chiu

Swamy ■ 
Choncry & Syrqnin

W,LR
log(G D P/N )

Portugal 1954'-64 
5 0 -7 0

0. 28 
0,08

X.
X

T
T

W eisskopf 
Chenery & Syrquin

GDP
log(G D P/N )

Malta 1950-61  

55—66

0,31
0,33
a 1 6

X

X

r

T

Johnson & Chiu 

W eisskopf

YhYpr
GDP

MIDDLE EAST  
Turkey 1950—70 0.11 X T Chenery & Syrqum log(G D P/N )
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(Notation)
A P S(A P C ) Average propoiisity to 5ave(cons«ine)
MPS (M PC) Marginal propensity to save(ccm si"no》

♦ Asterisk!*) indicates MPC or APC
AIH Absolute Income Hypothesis

、 Rlil Relative Income Hypothesis
PIH Permanent Income Hypothesis
LCII Life Cycle Hypothesis

Y National Income
が Disposable Income
yh Household Income

Personal Income
Ypf Private Income
YP Permanent Income
YT Transitory Income
L /E Labor force Employed ratio
W /Y Wealth Labor Income ratio
N Population
LR Long-run estimated value
W W eaUh(or A sse ts》
A P /P the increase rate of p rices
in.du. including durable goods
ex.du. excluding durable goods
per*inc* ■ pernmnent income index

T time se r ie s  estimate
C Intra.coimtry(betwG(m groups) cr o ss  section  estim ate
P Pooled data estimate
X indicates a corresponding hypothesis of a study
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